
論文

市町村合併における自治体法務の現状と課題

一甲賀市の条調整備を手がかりとして-
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おわりに

はじめに

2000年の地方分権一括法 1)の施行によって、国

と地方公共団体(以下「自治体」という。)の「役

割分担」が明確になり、機関委任事務制度が瑳止

され、中央集権型の行政システムから、固と地方

自治体が「対等・協力」の関係に立った地方分権

型行政システムへの変革を求めて基本的方向性が

示された G このことにより、自治体は、 f自己決

藤井真知子

定・自己賓f壬の京尉jにより、自治体の地域ニー
ズに却した政策を影成し、これを実現させるため

の能力が求められ、自治体における政策を法規範

として制度化する自治立法を中心とした政策法務

が重要となっている。

一方では、役製分担により委譲された事務を自

治体が自立的に延理するには、基礎的な自治体で

ある市町村の行財政力の強化が重要であるむ地方

分権推進委員会は、分権改革の誰進とは別である

としながらも、「国と地方公共団体の財政の危機的

状況はその深刻さの震合いを深めてきている。し

たがって、地方公共毘体の鷺政状況はこれから更

に年を負うごとにその厳しさを増すものと見込ま

ざるを得ないoJ2) とし、自治体には、「国への抜
存心を払拭し、告己責任・自己決定の時代にふさ

わしい自治の道を真剣に模索してほしいJ3) とし
たことから、地方分権改革と市町村合啓が、同じ

ような時期に議論となり、推進されてきたむ

さらに、圏は、 2005年3月末までという f市町

村の含併の特例に関する法律J(合併特例法〉にお
いて合併の期援を定め、交付説の擾遇措置、合併

特例葉、屈の関孫省苛による支援等の市町村合詳

のメ 1)ットを過剰に宣伝した。地方交fす税削減へ

の不安を抱える自治体は、合併によるメリットに

過大な「夢jを抱くようになり、市町村合併に向

けて論議が加速することになり、冨主導の明治、

昭和に次ぐ、「平成の大合静jが進行していったの

である。

多くの自治体では、合併特例i法の期限にあせり

1 )地方分権の推進を留るための関係法律の整備等に
関する法律〈平成11年法律第87号)

2 )地方分権推進委員会(1995年~2001年) 2001年6
月14日の最終報告。
3 )前揚
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を感じ過ぎ、合併をすることで安心をして、これ

からの「地方自治Jのあり方についてはあまり考
えていなかったのではないだろうか。地方分権の

誰進のためには、富治体の行設体制の整犠・確立

が必要であり、市町村合併以外に、行政改革の推

進、住民参加の拡充、?官報公開の推進等が考えら

れる。これらを含め「地方自治」のあり方を考え、

「自己決定・自己責任jにおいて、生民とともに自

治を考えることが必要となってくる。この地方自

治のあり方の開題は、 f市町村合併は、自立した自
治体づくりのための「手段jのひとつとしてとら

え、市軒村相互の自治理念を尊び、持ち味が生か

される仕組みをつくる必要があるoJ 4)、「国では、

市跨村合併辻地方分権推進のための手段と位置づ

けて推進してきたわけであるから、合併した吉治

体の自立のためには、職員や住民の質が間われる

ことになろうoJ5)という指摘にみられるよう ζ、
自治体の自治を担う我々職員に課せられた今後の

課題であるだろう c

今日、自治体は、合詳のいかんを関わず、その

講成員である職員はもちろん、住民も一体となっ

て、より良き自治体づくりに向けて体賞改善の努

力をするようにしなればならない。甫町村合併を

経験した自治体職員としては、このより良き昌治

体づくりに向けて体賞改善を行い、分権型社会に

おける地方自治を誰進するために、自治体におけ

る政策法務の果たす役割が重要であると考える。

市町村合評における条例整億では、地方分権改

革により、地域のニーズに却した政策を進めるた

めに条例を中心とする自治立法権の活用が望まれ

ているにもかかわらず、あらたな自治を確立する

ための、あるいは地域の実情に蕗じた致策課題解

決のための条例づくりが先送りにされてきている。

合併自治体の職員として、合併した自治体が岳立

するためには、政策課題を解決するための致策形

成とそれを制度化するための法務能力はもちろん、

これらを合わせた政策法務能力を合併自治体がい

かに組織的に確保できるかどうかが、本来の地方

4)今JlI晃「市町村合鉾がめざすべきもの」木佐茂男
監修 f岳治体の創造と市町村合併j(第一法規出版、
2∞3年) 3頁。
5)今111、前掲稿、 15頁c
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自治を実現できるかどうかの鍵であると実感して

いるむ

そこで、この小論では、まず第 1章において、

自治体の法務と政策法務、地方分権がもたらした

市町村合詳、法務組識の環状を考察する c 第2章

では、甫町村合傍を選択した自治体の法務の現状

について考察するために、市町村合併が或立する

までの過程のなかで、条鰐整備がどのような過翠

で行われるかについて概観する。第 3章では、

2004年10f]1日新設合併をした平賀市の事例を中

心に、合幹自治体の現状と条例整舗の過程と政葉

形成についての事例を検証し、地方分権後の自治

体が、自己決定・自己責笹による地方の時代にな

ったといわれているにもかかわらず、合静自治体

の政策法務能力が欠如していることを明らかにす

る。そして、第4章で、合併自治体が合併時に積

み残した課題が、地域の政策課題の解決とあらた

な「地方自治」の実現のための法体系の確立であ

ることから、そのためには f致策法務jが重要と

し、政策法務を展開するための組織と人材両面に

おける政策法務能力の向上を留るために、法務体

制の組識的な整備と政策法務を担う人材育成の必

要性について記述するむ

第 1章地方分権と自治体法務

第1節 自治体の法務と致策法務

市町村合幹における自治体法務の環状を考察す

るにあたっては、「自治体の法務jとは、どのよう

な概念なのかを明らかにしておく必要があるむ

自治体詰務とは、 f自治体で行う一切の法的な意
味をもっしごとJ6) をいう c 昌治体は、住民の信
託を受けて設立された団体であり、自治体の活動

は、法治主義の原挺による住民の信託の基礎にあ

る f法jに基づいて行わなければならない。自治

体の活動が法の規律に服することは、自治体の組

識の構成員である職員の活動や行動も法の規津の

下にあることを意味するむこの法は、「職員が住民

のために駆使するところに自治体法務のポイント

6 )木佐茂男・田中孝男編?自治体法務入門(第 3寂)j

(ぎょうせい、 2∞2年)34頁。



がある oJ 7) と位置づけられている。このことか

ら、自治体の法務とは、法務彊当職員のみが取り

扱うものではなく、職員全員の日常の仕事や行動

が法的な意味をもつことから、法に関する基本的

な考え方をもつことを要請しているのであるむ

一方では、地方分権改革が進められた1990年代

後半から、自治体の「致策法務jの必要性が説き

はじめられた。最近では、多くの自治体で「致策

法務研穆jを実施するようになってきていること

や法務組織の事務分掌に f政策法務jを位置づけ

ている自治体も増えてきていることから、設業法

務への関心が高まっている。これまでの岳治体の

法務は、国の法令や省庁の通達や行政実例によっ

て f与えられてきた法環境」であったことから、

法律を忠実に執行するものであった。これに対し

て、地方分権改革により、①自治体の自己決定権

の拡充、②吉治体・震の対等・協力捷係の樹立、

③自治体の「自ら治めるJ責笹の拡大8)というこ
とが自治体に求められ、そのことによって自治体

が地域特有の行政ニーズに対応するために政策法

務の必要性が自覚されてきたのである9

政策法務論が生まれるきっかけとなったのは、

都市部に集中した人口増加に伴う急激な大規模な

宅地開発やマンション建設による探育撞設、小中

学校、上下水道の整構などの要請に対応するため

にはじめられた「要嬬」の築定であった。自治体

は、都市計画法や建築基準法などの国の法律や解

釈通達では、地域の課題が解決できないため、 f宅

地開発指導要綱よいわゆる[要諦Jによる行政運
営を展開して、地域のニーズに応えてきたむしか

し、東京都武蔵野市の「宅地開発指導要絹J，こ基
づく上水道給水等拒否延分事件 9)をきっかけとし

7)木佐前掲書、 34真。

8) 田中孝男・本佐茂男『テキストブック自治体法務j
{ぎょうせい、 2004年) 6頁、地方分権推進委員会
中跨報告からの引用。

9) この事件は、武蔵野事宅地開発指導要績に従わな

いマンション業者に対して武歳野市が上水道の給

水を拒否したことに始まる刑事裁特である。この

裁判で、要績に基づき絵水を拒否することは正当

な理吉がなく水道法に違反するとされたものであ

る。つまり、要綱には法的根拠がないとされた事

例として、政策法務論の反転を促した。最高裁、

平成元年11月8日判決 f判例時報1328号16頁j参
昭。

て、要綱に基づく行政指導による隠発規制は法的

に問題があるとされた。このことは、政策として

は有効な手段であっても、法的に問題があれば、

政策目的を達成されないことから、自治体の政策

形成・執行と法務とを結びつける政策法務論の論

議を刺激することになったc

政策法務論の先駆者としては、松下圭一氏らと

の共同研究の或果である「政策法務と自治体J10) 
を公表した自治体職員の研究グループを挙げるこ

とができょう c このグループは、自治体が地域の

政策主体として自立するためには、自治体は総合

計曹という形で政策を構想し、それを実現する自

治立法、自主法令解釈を行い、また訴訟に対応し

ていくべきであり、かりにその過程で国の法令の

制定改廃が必要である場合にはその費言を仔って

いくという「政策実現J型11)の法務論を展開して
いるむ

また、持部泰隆氏は、嘉棄物処理、放置自転車

といったさまざまな政策課題に対し、「政葉策定へ

の法的視点の提換と、政業実施のための合理的な

法制震設計を行うJ12) というのが政策法学である
と詣構しているが、この晃解は、政策課題を解決

するための法制度に基づく「政策立案J型の法務

論であるといえよう c

既に述べたように、政策法務論は、自治体の現

場から生まれた理論である。地方分権改革による

地域の実清に応じた条倒制定権の拡大、機関委任

事務の廃止による地域の実情に応じた自主語令解

釈権の尊重、冨と自治体の役事i分担の原則による

法律の規律外領域の拡大ということによって、昌

治体における政策法務は大きく展開する可能性が

高まってきたc

自治体の政築法務には、。自治立法に関する事

務、@法令の自主解釈による法運用事務、③政策

法務執行に伴う争訟に対忘する事務、④自治体致

策の展開を不合理に妨げる法令・通達等の改廃ま

10) 天野巡一、両国行雄、加藤良重編著「政策法務と

自治体J(B本評論社、 1989年)
11)福士明「政策法務のなかの自治立法J木佐蔑男編
著 f自治立法の理論と手法j(ぎょうせい、 1998年)
11頁。
12)持部泰隆 f政策法学の基本指針j(弘文堂、 1996年)
2頁。
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たiま自治体致策に必要な法令・通達等の制定の提

言などが含まれる。 山

政策実現型の法務論では、 f政策法務にはこれま
での日常事務における現行法令の解釈・適現と規

員立・規程の整債のみならず、条例を中心として、

自治体政策を目的とする自治立法がその中核をな

すJ14) とされている c また、政葉立案聖の法務論
で辻、 f自治体の場合は、条到の合理的な法制度設
計が中心の作業となるといえよう。このように自

治体の政策は、それを条例で堤範化することによ

って確固たる基盤をもつことができる。J15) とさ
れている c このことから、政策法務の中核は、自

治体政策の条開化であるということができる D

政策法務の概念は、未だ確立していないことか

ら、論者によってニュアンスの違いはあるが、法

務を動態的にとちえて、政築実現の手段として活

用しようということでは一致しているむ地方分権

改革により、自治体自らが政策を立案し、執行し

ていくという立場に立って、国の法令についても

地方自治の本旨に基づいた運用や解釈を行い、積

極的に条例等を制定していくというものである。

本小論においても、致策法務を自治体の政策実現

のための戦略という視点に立って、市町村合静の

条例整績の問題を取り上げることから、 f条例等の
法務手段を使って政策目的を達成し、あるいは政

策課題を解決しようとする考え方J16)を念頭に置
くこととする。

ここで、自治体法務と政策法務の区別について

であるが、既述の「政策法務と自治体jでは、 f自

治体法務は、自治体運営の基本としての自治体政

策に伴う政策法務と、自治体が室面する裁判をめ

ぐる訴訟法務とからなる。J17) としているように、
自治体法務は、政策法務と訴訟法務とから構成さ

れるとし、政策法務は、自治体法務のひとつとさ

れているG

これに対し、木佐弐は、自治体の法務という点

を強諒して、「もともとの自治体法務論は、政策法

13)福士前掲稿、 15頁参照。
14)天野他前掲書、はしがき。
15)福士前掲稿、 15頁。
16)松下啓一「致葉法務のレッスンJ(イマジン出版、
2005年)23夏。

17)天野也前掲書、はしがき。
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務と訴訟法務を含むものでしたc ・・・しかし、

もっと広く自治体で行われている一般職員の仕事

全体も百常的なく法務〉なのですoJ凶として、
実務での法務的思考の重要性を指摘している白こ

の見解では、富治体職員の社事全体が自治体法務

であり、自常の仕事から法的思考、法的対志をき

ちんとしていくべきであるとして、自治体法務の

確立を説いているc

近年、地方分権に対応した自治体訣務の活動領

域というあらたな分類を提唱した岩橋建定氏は、

「自治体においては、その活動の全穀において法務

活動が行われており、それらの活動辻、相互に関

連しつつ、全体として岳治体の活動を支えているc

当黙のことながら、法務活動はそれ自体が独立し

た活動ではなく、財務活動、人事管理など密接不

可分なものとして行われるむこのように昌治体に

おける法務活動は、その場面ごとに、様々な担い

手により様々な機誌を果たし、そこで必要とされ

る知識体系にも様々なものが含まれる。jとしてい

る。 19)そして、自治体の法務活動について、住民

の謡祉の向上・地域マネジメントという自治体の

組識目標との関係という視点から、①基礎法務、

②審査法務、③訴訟法務、④金画法務、争戦略法

務の 5つの領域に分類しているo 20) (図 1-1) 

この分類を補足して、山口道昭氏は、岩橋氏の

分類した 5つの領域を自治体法務の内容21) に対応

18)本佐茂男 f自治体法務と政葉法務一どう違うの
か?J (判椀地方自治・ 1996年)87頁では、「もと
もとの自治体法務論は、政策法務と訴訟法務を含
むものでした。そこで、いわゆる総務畑の法制担

当職員のスタイルのあり方に対する批判の提覚が

あったからです。しかし、もっと広く自治体で行
われている一般職員の仕事全体も E常的をく法務〉
なのです。」としている。

19)岩構韓定「自治体法務・致策法務の考え方J財団
法人司本都市センター編 f分権型社会における自
治体法務ーその視点と基本フレームJ(財毘法人日
本都市センタ一、 2002年)25頁。
20)岩議前掲稿15頁。
21)山口道昭 f致策法務入門一分権時代の自治体法
務-J (信山社、 2002年) 8 ~1O頁参照。
(自治体の)政策法務とは、 f法を政策実現の手段
としてとらえ、そのためにどのような立法や法執
行・評髄が求められるかを検討しようとする、自

治体において主として自治体職員が行う実務およ
び理論における取り組みおよび運動である。Jと定
義している。



〈轄量S2主義語種〉

自治体活動部方針自体を形成ずるような主主務活動争自治体3虫
歯め百的〈絶縁的公益増進〉を~~し、違法するための活動。
諺め本来⑦趣旨を乗り越えたり、訴訟筈めリスクを覚悟すると

とにもなりえた。

政主主主主務〈栓下;1議〉
企画部門・首長(J)リーダーシヅブ

〈企画法務領主要〉

活動自体が法に密接にかかわるとと

により、法によって自治体(J)S的〈地
裁的公益増進〉が達成される活動

政業語学〈詞苦~)

玉主画・総務部門

〈審査;;t轟領事重〉

事業本体によって生み畠される利益

が、不郊の事態によちて失われなレよ
うにする活動

〈議令審査・行政監察など〉

審査語学

総務部門・霞

〈基霊法事鍾主義〉

社会に存在する組織として最低限必

要な知識を保有しておく活動
〈公務員研修・議i童会なぎ〉
自治体主主務〈木佐夕、ループ〉

一般公務員

〈訴蓋主主義領主要〉

訴訟が生じた場合

に対応する活動

(訴訟手続・続行手

続・和解受渉など〉

行政i圭学
外箆法曹

※岩橋鍵定「自治停主主務'穀業議帯刀考え方j関密主主人日本都市センター編

F分権聖社会における自治体議務ーその筏点と基本フレームsから号i月号

[冨 1-1 1富治体活動と法務

するものとし、そのうち、 7全面法務と戦略法務、

そして訴訟法務のうち政策として自治体が積極的

に取り組むものが、(狭義の)政策法務J22) とし
て位童づけている O

なお、自治体法務と政策法務の関係について辻、

「政策法務を語る以前に法的に思考する土壌がなけ

れば、政策法務も花を開いていかないだろうJ23) 
という指識を待つまでもなく、政策の実現のため

に条関等の法務手段を使おうとするとき、自治体

職員が法律の基礎的素養があって、はじめて政葉

法務に発麗することができるといえよう D

22) 山口前掲書17頁。

23)木佐茂男『自治体法務とは何かJ(北海道可村会、
1996年)

第2館地方分権と市軒村合静

地方分権改革により、国は、『地方分権が現実の

歩みを始めたところであるが、 21世紀は「地方の

時代ム「市町村の時代jとも位量付けられるよう

に、住民iこ身近な訟合的な行政主体である市町村

の行院政基盤を強化することが不可欠で、あり、市

町村合併によってその規模・龍力を強化していく

ことは必須の課題である。j24)として、明治、昭

和に次ぐ大規模な平成の甫町村合併を推進してき

?こむ

そして、小泉総理大臣が、 2001年5月10日の衆

議院本会議において、 f地方分権の推進のためには、
住民に穿近な総合的な行設主体である市町村の行

財政基盤を強化することが不可欠であり、市町村

合許によって、その規模を拡大し、能力を強化し

ていくことは、地方行政の構造改革を進める上で

も極めて重要な課題であると認識しております。

市有村合併特椀法の期限である平成17年 3月まで

に十分な成果が挙げられるよう、 f市町村合f井後の

自治体数を1000を目標とするjとの与党の方針を

踏まえて、自主的金市町村合併をより一層強力に

推進していきたいと患いますJ と答弁しているこ

とにみられるように、 2000年4月に3，229の市町村

の数が、 2006年4月には、 1.820の市町村となり、

この G年需で、44パーセントも減少しているむその

聞に全毘で合詳に関係した市町村の数は1，989件で

あり、合併協議の成立件数は、 581件である o 25) 

当初の自治体数の自標数の1，000には達していない

が、市町村の半数近くが合併を選択したといって

も過言でない。

市南村合併推進委員会の最終報告が『市町村合

併が地方自治の運営の透明性を高め、地域住民に

対する説明責任を果たしつつ、行政サーゼスの取

捨選択の方途を地域住民に聞いかけ、その判断に

基づいて、議出の謙慶した割減を留る努力のため

の選択絞であるJ26) と述べているように、市町村

合評をひとつの手段と捉え、地方分権の推進、財

24) 総務省市町村合併推進本部「市町村合併支護プラ

ンJ(2002年8月30日付〉
25)総務省ホームページ f市町村数の変遺jから参考。
26) 地方分権推進委員会(1995年~2001年)の2001年
6月14日の最軽報告。
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政難への対応のため、住民と自治体があくまでも

主体的に判断することを求めていたむしかしまが

ら、前述の小泉言栢の答弁にもあるように、屈は、

2005年 3丹までという合鉾持例法の期限を定めたG

多くの自治体、とりわけ小規模自治棒は、地方交

付税の削減への不安と地方交付税、合併特例債、

さらには、各省庁の支援措置という合併によるメ

リットに寄せる期待を膨らませたことから、市町

村合併に向けて論議が加速することになり、合併

せざるを得ない状況がつくられ、政府主導の「平

成の大合併jが進行し、都道宥県や首長の判断で

合併が決められるというようになってしまった。

しかしながら、市町村合静が成立したとしても、

それだけで、地方分権が推進されるものではをい

のである。地方分権の誰進のためには、自治体の

行政体誕の整憤・確立が必要であり、市南村合併

以外に、行政改革の推進、住民参加の拡充、構報

公開の推進等が考えられる c これらを含め「地方

自治Jのあり方を考え、 f自己決定・自己責任」に
おいて、住民とともに自治を考えることが必要と

なってくる。

多くの自治体では、合併詩例法の期限にあせり

を感じ過ぎ、合併をすることで安心をしている司

市町村合鉾は、自立した自治体づくりのための

f手段jのひとつとして捉え、地方分権のめざすべ

き方向性と市町村相互の自治理念を尊び、自治体

独自の持ち味が生かされる仕組みをつくることが

重要である。現実には合併に向けた「まちづくり」

の議論は、単なる夢を描いた「将来構想」とどま

って、撞に足が着いたものが感じられない。そこ

で、合併をした自治体の主体的な意思形成がどの

ように行われてきたか、という点を改めて検証す

る必要がある。 27)

また、市町村合併のうち、新設合併の場合は、

既存の車町村の法人格を泊滅させ、あらたな法人

搭の自治体を誕生させることである。民主主義国

家の場合、新しい政府をつくるときは、そのあり

方を憲法や憲章という形で富民、住民が自らによ

って定めることが最初に行われるが、市町村合鉾

27)今JII晃 f市町村合弊がめざすべきもの」木佐茂男
監修『自治体の創造と市町村合併J(第一法規出版、
2∞3年) 3真。
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においても、その自治体のあり方の基礎を定める

根本的なルールを定めることが最初に行われるべ

きである。お住民自治の確立、行政の民主的統制

のためには、根本的なルールである「法J(自治体
では条例〉によって自治体組織の活動を規律する

ことが必要になる。吉治基本条例は、自治体版憲

法といわれ、地方自治の本旨に基づくまちづくり

を進めるにあたっての基本となるべきもので、法

的根拠を持たせるものとなる c しかしながら、市

町村合併において、政策法務の考え方を諮まえて、

昌治基本条例の制定を含む自治体の条例整錆が行

われていないことから、このことについても検証

する必要があるs

第3第 自治体の法務組織

ここでは、昌治体の法務を担う法務組織がどの

ようなものであるかを考察する。たとえば、国で

は、内閣法制詩や両院に法制局が存在し、法令審

査を行っている。また、法律制定の捺にも専門的

な法律的意見を取り入れているa しかし、自治体

では、地方分権により「自己決定・自己責任jに

おける自治の運営をすることになったにもかかわ

らず、法事i担当龍馬や訴訟担当部局などの自治体

法務組織のあり方について議論がなされていない

のが現状である。

松下氏は、政策法務を担当する「法務室」につ

いて、分権改革により、冨家統治から市民自治へ

の転換が求められており、自治体が独自の政策・

制度の業定実現するためには、国法の自治解釈や

自治立法、そして訴訟法務が「政策法務Jとして
求められ、政策法務を担当する[法務室jが不可

欠であるおと自治体再棲築の問題として述べてい

る。

一方、蕗田秀様氏は、「自治体において政策法務

を実践しようとする際に、自治体の法務経識が問

題となるという指識がある。これは、そもそも法

務を担当する確固たる組識が自治体に存在するの

28) 田中孝男 f新自治体基盤形成のための条開制定J
木佐茂男監修『自治体の創造と市町村合併j(第一

法規出張、 2003年)86真。

29)松下圭一著 f自治体再構築の市民戦略j(地方昌治
土曜講産ブックレット・公人の友社2∞4年)29頁。



かどうかという問題もあれば(特に小規模市町村人

法務組識が存しても、その果たしている役割が致策

法務に寄与するものなのかという問題もあるoJ30) 

と指捺している。そして脇田氏は、 1998年に法務

組織に対して行ったアンケート謂査(5都道府県

のうち、 381の岳治体から自答)で、法務事務の専

管度(法務を担う組織が実際に法務事務を担当し

ている度合い〉を謁査している。この調査では、

専管度を係の名称から、①専管係一主として法制

事務または争訟事務を専管的に担当すると患われ

る名称の係一、@準専管採A一法制事務及び争訟

事務に加えて文書管理事務や文書発送事務(文書

事務〉又は行政管理的な事務も許せてまE当してい

ると思われる係友び文書事務に加えてその他の事

務を許せて担当していると思われる名称のうち、

「法規J、「法制Jなど法制事務を告っている係であ
ることが明らかでおる名称の係一、③準専管係

B一法制事務及び争訟事務iこ加えて文書管理事務

や文書発送事務〈文書事務〉又は行政管理的な事

務も許せて担当していると思われる係及び文書事

務に加えてその也の事務を併せて担当していると

思われる名称のうち、準専管係A以外の名称の

係一、モむ患務係-庶務一般を担当していると思わ

れる係一、⑤その他の係-CD②舎④以外の係ーの
5つに類型化して分析している。 31) (表1-1) 

この分析によると、自治体の規模に比例して専

管度が高くなるということである。この調査結果

が示すように、持に人口10万人未満の市と町村で

は、専管孫の比重が非常に小さいものとなってい

ることから、自治体の法鵠な処理が十分に行える

組織がないということに開題があると考える G ま

た、財団法人司本都市センターが1999年震に実嬉

した自治体の法務に関するアンケート調査報告

書お〈全国162自治体を対象)によると、法務担当

組識の所属部門の97.5パーセントが雑務系部門で

占められている c 法務担当組織の職員数(兼務を

含むJ について辻、甫区宵では、 3名以下の昌治
体が24.4パーセント、 4名が25.2パーセントで、中

核事以下の市iこついては、 3名以下から 5名とい

う市が過半数を占めている q 町だけをみると、 3

名以下が42.9パーセント、 4名が28.6パーセントに

なっており、職員の数についても自治体の規模に

比例すると考えられるc ただ、同己規模の自治体

においても職員数のばらつきはある。

この司本都市センターのアンケート調査の対象

は、市以上の自治体であり、町については先行的

取組みを行っている町であることから、小規模自

治体のような専管度の低い自治体との比較の資料

として費用することはできないむしかしまがら、

前述の両者の調査では、自治体の規模と専管度及

び、職員数は比例していることが確認できるc また、

分権改革後の自治体において、 f政策法務Jの重要

性が説かれているにもかかわらず、法務担当額識

は、自治体の規模に関係なく、総務部門に置かれ

ているのは注目すべきである。

[表1-1 1市町村規模弼専菅度
30芳人以上市 10完人以上市

専管{系 71.4~(15) 32.7%(17) 

準専苦{系A 4.8誕(1) 28.8需(15)

準専管係日 19.0~(4) 36.5~(19) 

庶務係 4.8%(1 ) 1.9%<1 ) 

その地の係 0%(0) 。%(0)
なし 自部(0) 0%(0) 

」吐 く21) く52)

30)誌面秀樹「自治体法務組織に関する一考察一条例
軒定手続きを中心にJ北大法学研究科ジ‘ュニァ・
1)サーチ・ジャーナル{北語道大学大学院法学研

究科、 1998年)
31)脇田前掲稿。

10芳入来j高市 町村 計

7.5兎(5) 0.4%(1 ) く38)

26.9%(18) 3.1%(7) (41) 

40.3%(27) 16.2誕く37) く87)
25.4%(17) 76.9%く176) (195) 
自%(0) 2.7%く6) (6) 

0%(0) 0.9~(2) (2) 

(67) 
L_  _ 
(229) く369)

32)財団法人日本都市センター編 f分権型社会におけ
る自治体法務ーその視点と基本フレームJ(財盟法
人日本都市センタ一、 2002年)184-186頁。
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第2章 合併における条例整構の概要

第1箭合静協議会と条例

市町村合併の手続きとして、合併特椀法では、

「市町村合併をしようとする市町村はJ法定の協議

会(以下「合許協議会jという。)を設置すること

とされているc33この法定の合併協議会の設量に

は、合鉾関係市町村の議会の議決を経る，必要があ

ることから、自治体や議会の関係者に合併が蔀提

とされるという考え方が根強い。そのため、まず

市町村合併を行うかどうかを検討するために、関

係市町村に合詳の検誌を呼びかけ、可能性を探り

ながら、関係市町村が在意で議議会を設け、含併

の枠組みや方針を検討している。

合併を検討する組み合わせが決まり、議会の議

決を経て、合併協議会がスタートすると、新自治

体の新市町村建設計画の策定と基本的な事項の協

議を進める。しかしながら、この合併協議会は、

地方自治法第252条により協議する機関であって、

決定機関ではない。このことから、合併協議会は、

市軒村合併に関する合許関係市町村の議決事案に

かかわる前提条件として f合併協定書jをとりま
とめることが最大の任務であり、各議議事項は、

協議会としての決定をする(あえて表現は「確認」

としている)。

合併協議会の基本的な協議項目としては、新市

町村建設計画以外は特に具体的に笈定はされてい

ないD 一般的には、基本的な事項(基本4項自)

として、①薪自治体の名称、多合併の方式、@事

務所の位置、④合詳の期日がある。そして、議員

の在任や定数特例、地域審議会の設置等の合併特

例法に定める協議事項と各種事務事業の取扱い等

の協議事項とから成るD

合併協議会における合併協議がすべて終了した

後は、その内容を合併協定書として取りまとめて、

合併関係市野村の長による合静協定調印が行われ

る。合併協定調印岳体に法的根拠はないが、その

内容をもとに合併関係市町村の議会において合併

33)市町村の合併の特例に襲する法律〈昭和40年法律
第6号)第3条 f市町村の合併をしようとする市
町村は、地方自治法第252条の2第1項の規定によ
り、合併市町村の建設に関する基本的な計画(以
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関連議案が議決される。法律に定める手続きとし

て、合併申請を行い、総務大臣による告示が行わ

れて、期日より効力を発する〈図 2-1) 。これに

より、合詐による新自治体への準構が始まり、合

併期自において新自治体誕生となるc

それでは、吉町村合併において、条例はどのよ

うに寂り扱われるのであろうか。まず、市町村合

傍に辻、新設合併の場合と編入合静の場合がある

が、編入合併における編入する事軒村は、市町村

の法人格がそのまま存続するため、当該条興が失

劫しないことから、本小論では、特に断りのない

限り、新設合許における条例整需について述べる

こととする。

合併協議会では、条摂jの取扱いについては、各

種事務事業の取扱い等の協議事項となっている号担}

合併運営手引きでは、 f条例、規期等の取扱いjを
協議事項の 1項目として、新設による市町村合併

が行われた場合には、市町村の法人核が消滅する

I告書早関係奈町村i :総務主C;:)

合併{礎量分合i効力の発生

i図2-1 ]市町村合併の手続の概要

下?市町封建設計画」という。)の作成その他市軒
村の合併に関する協議を行う協議会(以下「合併
協議会jという。)を量くものとする。』という規

定。
34)総務省研究会「合俳協議会運営の手引きJ138頁。



ため、当該条例、規期等は失効することから、「合

併時に埠時施行を必要とする事務事業については、

合併時までに策定することとし、合併後に調整を

行うこととなった漸次誌行の事務事業に必要な条

興、境期等については、合併後速やかに制定する

こととなるoJ35) としている G

西東京市の合併協定書においても、「条例、規則

等の制定に当たっては、合併協議会で協議・桑認

された各種事務事業等の調整内容に基づき、次の

区分により整備するものとする 5 ヨ〉合詐と同時に

市長職務執行者の専決処分により、部時制定し、

施行させるもの、号合併後も一定の地域に暫定的

に施行させる必要があるもの、③合併後、逐次制

定し、施行させるものJ36) として掲げられてい
る。

条例整備の手頼としては、 f事務一元化に伴う各

種事業の調整結果を踏まえ、根拠法令に基づき条

男、規則を制定する oJ 3i)としている。合併時に
即時施行を必、要とする事務事業については、合併

詩までに策定し、その事務事業に基づく条例を合

静当日に専決処分により制定し、公布する。

第2節専決による条例制定

条例は、自治体の有する告治権に基づいて告主

立法権(自治立法権)を有するむ掛自治体の有す

る自治権の主権は、その自治体の住民にあるむ自

治体の意思決定機関としての議会の設量が地方自

治法第89条に規定されており、自治体の意思は住

民に代わって議会によって決定される D そして、

同法第96条において、議会の議決すべき事項に関

する規定があり、本条の議決によって自治体の意

思が決定するのである939j同条には、議会の議決

を要するものが列挙され、第 1号には、 f条慨を設

け、又は改察することJ と掲げているさ

35)麓務省研究会前掲稿、 138頁。
36)西東京合併事務研究会編 f西東京市の事例にみる
合f井協議の実務j(ぎょうせい、 2∞01年)174頁か
ら。

37)蔀揚稿、 138頁。
38)松本英昭 f逐条地方自治法第2次改訂版j(学陽書
房、 2004年)320頁。
39)松本語掲書、 122頁。

通常の条例制定改麗の手続きは、前述の議会の

議決によって制定し、公布される。ただし、緊急

的な、又は例外的に通常の条例制定の議会議決に

よることなく、首長が専権的に決定をする手続き

(自治体では、「専決処分jという。〉で条例を制定

し、公布することができる(地方自治法第179条)0

これは、当該議決事項が急施を要し、議会を招

集してその議決を経ている関にその時期を失する

ような場合であるむこのことから、専決処分は、

議決機関たる議会がその本来の職責を果たし得な

い場合に又は果たさまい場合に(自治体の)長が

補充的に議会に代わってその機能を行うものであ

るG40}専決処分により条椀を制定した場合は、次

に開催される自治体の議会において、報告し、承

認を得なければならないのであるが、専決処分を

した条関を議会が承認しなかったとしてもその処

分は無効にはならない。

事宵村合併においては、いまだ新自治体の議会

が或立せず、この間外的な場合にあたり、首長の

専決延分として制定されるのである。

合併関{系市町村の首長は、合{芽の日の前日に失

職することから、合併当呂から新首長が選出され

るまでの関の措置として、新首長の載務執行者を

合詐関祭市町村の首長から選定する(地方自治法

施行令第 1条の 2)。本来の専決処分の権摂は首長

たる地位の固有の権限ではない弓したがって、長

の職務を代理する者、長の職務執行者も専決処分

を行いうる。 41) このことから、新首長の署長務執行

者が、長の専決娃分を行うことになるc

合併運営の手引きでは、首長の職務執行者の権

限について、「首長の職務権限の執行とともに、条

例、規尉の施行や暫定予算の調製及び執行等が可

能となるが、その載はあくまでも暫定にすぎない

ので、執行に当たっては、必要最小限度の職務の

みと考えるべきであるoJ42) としている。
このように、市町村合併における条例制定は、

条慌が専決処分されることに加え、専決時の首長

が不在であり、その職務を代行する職務執行者に

よることから、新自治体発足においては、最低摂

40)松本前掲書、 540頁0
41)松本前掲書、 542頁0
42)総務省研究会前掲積、 214頁。
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必要な自治体的組織や人事に係るものと事務事業

において合併関係市町村で調整や合意ができたも

のについてのみの条例制定にならざるを得ない。

さらには、合幹直後においても、新首長が選出さ

れるまでは、新たな条例の制定は行えないことに

なってしまう。 43}

一方、新設合併の場合の措量として、新市町村

の条例及び規期が制定、施行されるまでの問、従

来の市町村において施行されていた条例、規期を

暫定的に新市野村の条例、規則として引き続き施

行することができる(地方自治法擁行令第3条九

割jえば、 A町と B可の合併により、 C市が新設さ

れた場合には、 i自A町又は!日B町の条例をC甫の

全壊に強行することもできるし、また、 18A可及

び18B町の条関をそれぞれl自A町及び国B町の区

域に施行することもできると解されている。必}

合併関係吉野村で調整や合意ができた事務事業

については、条例を専決処分し、合併までにどう

しても調整や合意に至らなかった事務事業につい

ては、住民の利益を害するため、この措量を適用

する。したがって、合併関係市町村で撞行されて

いた条例を合併後、引き続きその地域に暫定的に

施行させることとして告示し、新自治体において

新たな条例が制定されるまでの問、引き続いて存

続させる場合もある O

このように市町村合詳の条例整憶において、あ

らたな自治体の法的根拠となる条例であるにもか

かわらず、塁走述のように、合併協議会で確認され

た事務事業に基づき、専決処分や暫定的施行する

ことは、住民を代表する議会の意思が介入しない

ことから住畏の意思決定とはかけ離れるものであ

るといえよう。

第3節 合併自治体における条椀整犠と政策

f市町村は、その事務を処理するに当たって誌、
議会の議決を経てその地域における総合的かっ計

語的な行政の運営を図るための基本構想を定め、

これに却して行なうようにしなければならないリ

43)合許後、議員の在笹特例により議会が或立してい
る場合は、議会の提案条倒は制定することができ

る。

44)訟務省研究会蔀揚稿、 215夏。
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(地方自治法第2条第4項)とある。自治体は、住

民の告託に基づいて地方行政の運営にあたる D そ

の運営の基本は、法穿の執行ではなく、政策の執

行にあるG 一般的には、自治体の政策は、「基本講

想j、政策を具体化する「基本計画J、財政計画的

な要素をもっ「実施計画jの3層構造になってお

り、これらを訟合計麗としている。自治体の政策

の基本は、自治体総合計画に盛り込まれた政策で

あり、自治体はそれを着実に執行していく責務を

持つ9 その意味では自治体総合計画は政策レベル

で考えると自治体の最高規範たりうる O 必)

ー毅的に政策とは、「公共体が主体となって行う

体系的な諸策のことj紛としている。

また、政策の概念は、「毘体あるいは個人がその

かかえている問題の解決をめざして目標を設定し、

その自標を達或するための手段を明らかにし、そ

れを計画的に実施することである oJ 47}としてい
るD

総合計画は、法律上も、自治体は、地域におけ

る政策主体としてお号、自治体運営そのものが課

題設定となる c つまり、自治体運営は、①総合計

画に基づいて、②政策案を立案し、参政策を展開

する、この一連の作現が連関して成り立っているc

その手段、手続き、技術としての立法作用の条例

がある。

自治体の政兼は、地方分権の推進による機関委

任事務の廃止に伴い、国の関与が改善されたこと

から、自治体独自の政策課題の領域が拡大してい

る。インフラの整備、高度経済成長期の政策の重

点のハード系から、高齢化社会やコミュニティ、

環境問題などの政策がソフト系に移行しつつあり、

地域の実情にあったまちづくりが求められている G

さらには、自治体を取り巻く厳しい前政状況から

財源の裏づけがなくなっている。このような状況

で自治体の政葉は、大きな政策転換を迫られてい

45) 鴎回行雄「自治体総合計酉のなかで自治立法をど
う位置づけるかj木佐茂男著 f自治立法の理論と
手法.1(ぎょうせい、 1998年) 80~84頁。
46)フリー百科事典『ウイキベデイア (Wikipedia)j 
47)武藤博己 f自治体の政葉形或・政策法務・政策評
値j武藤博己編著 f地方分権と自治体改革 4致策
形成・致策法務・致策評価J(東京法令出販、 20∞
年) 2票。



るむこれからの自治体は、致策課題解決のための

致策開発で毒る致策影或とその制度開発である自

治立法の必要性が高まっているョ

それでは、市宮討す合併における自治体の政策は

どのように形成されるのであろうかc

合併特例法に市町村建設計画を定めることとさ

れているが、その建設計画に定める事項としては、

①合併市町村の建設の基本方針、多合併市町村の

建設の根幹となるべき事業に関する事項、③公共

的施設の統合整需に関する事項、@合併市町村の

財政計画の事項を定める、の 4点が掲げられてい

る。その策定方針については、合静関係自治体の

基本構想を踏まえつつ、合併自治体の将来に対す

るどジョンを与え、合併の適否の判断材料となる

ものであって、いわば合併市町村のマスタープラン

としての役割を果たすものであるとしているむ 48)

合弊自治体の致叢は、市町村建設計画が基本構

想を踏まえた将来ビジョンであることから、①甫

町村言f画に基づいて、②政策を立案し、③致策を
展開する、と考える。その手段、手続き、技備と

しての立法作用の条例があることから、合併の条

例整講は、合鉾自治体の政葉形成に基づき、その

政策を具体的に実現するものでなければならないむ

しかし、合併における条例整備については、「条

例、規尉等の整舗については、あくまで業務内容

に伴うもので、それ自体が独立先行するものでは

ない。したがって、合併関保市町村関の事務謂査

票を先に作り、新市町村の業務内容を明確にした

上で、必要となる制定・改正作業をした方が円滑

に進むと考えられるむJ49)としている。これは、
子宮町村合併では、あらたな自治体の政策形成が行

われないことから、条例整舗を単なる作業として

泣量づけたものであるといえよう。

さらには、『西東京市の事例に見る合併協議の実

務j50)において、西東京甫が「単なる作業の条例

整舗jという作業を行ったことが、全国的モデル

として叡り扱われ、その書や国の示す合静運営の

手引きというマニュアルにより、多くの合許自治

48)総務省研究会前掲稿、 111頁0
49)総務省研究会議掲稿、 138頁。
50)茜東京合併事務研究会議揖書、 215頁から参照。

体は、一律的に、条関整需を「作業jとして行っ

ている。

現に、第一法規出版が行った合併法定詰議会に

対するアンケート調査報告書51)では、条関整備を

政策課題と考えているところはなかったので忘るc

これから考えると、条例整億の作業のもととなっ

た事務事業の謂整作業においても、市町村建設計

画に基づく政策形成が行われていないといえよう c

第3章 合併自治体における条例j整備の現

状と評価一甲賀市を事例として-

第1箆 甲賀市の概要

本章では、甲賀市合併を事例として、合静自治

体の条例整備の現状を述べるが、まず、事鰐対象

とする滋賀県と甲賀市の概要について述べるc

議賀県は、県が進めた f合併推進策jにより、

市町村合詐がかなり進んでいる(図 3-1 ) 0 1999 

年4月に、 7m42町1村の50市町村であった自治

体数が、 2006年3}jには、 13市13JHJの26自治件、

全体の52パーセントに減少しているG 全冨平均が

56.4パーセントであるから、滋賀県は全国平均を

上田っている。滋賀県の場合は、竜王町と栗東市

を絵いた県内の自治体が、一度は合静研究会や合

併協議会に加わり、合併について協議を行ってい

る9 また、合併に関しては、米原町、長浜市、朽

木村の 3自治体が註民投票を実施している D 米原

町の住民投票条例での永生外国人への投票権付与

については、政策法務の観点から一五を投じてい

る。なお、住民投票とまでいかなくても、合弊に

関する意向調査(アンケート調査〉を 5自治体が

実施している。この意向調査は、永住外冨人を含

む18歳以上を対象とするなど今後の住民投票のあ

り方について参考となるであろう。また、書長選

挙においても、合併の是非をめぐ均首長の交弐が

見られるなど、全昌平均を超える合併誰進県であ

りながらも、合併の是非を巡り、今後の自治のあ

51) 田中孝男「新自治体基盤形成のための条例制定j
本佐茂男監修『自治体の創造と市町村合鉾J(第一
法規出版、 2003年)88頁。
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【図3ーは港糞県内市町の取組状況

滋賀県ホームページより

母方について住民自治の薪しいうねりが起こって

いる。 52)

こうした中、甲賀市では、合併反対の大きな住

畏運動は起こらず合併したといえる。しかし、甲

費市を構成するi日土山町では、合幹に関して好余
曲折があった。 i自土山富Iは、任意の合併協議会に
入っていたが、法定協議会移行直前になって苦長

の判断で離説をしている。その直後、 1万人以下

の町村を廃止再編し、合併しない市町村の権限を

制限するという西尾私案53)が大きく取り立たされ

たことにより、 18士山町の生民は合併の時期を逸

するのではないかという不安から、当時の首長選

挙において、合併の是非をめぐって首長の交代が

行われ、交代した首長により合併する方向となっ

すこーロ

甲賀市は、滋賀県の東南部に位置し、大阪・名

古屋から100キロメートル璽内にあり、近畿彊と中

52)高橋進・関西地域開題研究会市町村合許検討ワー
キンググループ f検証・点検 爵西の市町村合併J
(関西 2府 4県自治体問題研究所、 2005年)

一192一 市町村合併における自治体法務の現状と課題

部圏をつ会ぐ広域交流点に位置し、水口町、士山

軒、平賀町、早南町、信楽町の新設合併により、

2004年10丹1日誕生した。(図 3-2) 

[璽3-2]甲賀市わ合併

平実事の人口規模は、 2004年10月1司現在で、

95，223入、 29，689世帯となり、面積481.69平方キロ

メートルで黒土の約12%を占めている(表3-1)0 

[表3-1 甲賀市の概要](H16.9.30現在)

1(急 璽悶邑 “‘ λロ λ 重事事1，. ヨ匝郵箆寧 ‘ 事舞鶴ム

意口町 酪~ ヨ;J_~ 12，割障 1ヨ? 3民

土dI・z 127.14 民~12 2.1~ 調書 m 

軍賀町 守1.63 11，81捻 a，錯。 !l.c.9 l.5'1 

申爾宵 4U!I 盟主図書 ~Illl 1守E tSl 

陰楽町 1~持~ 14，159 4，6:誇 23.2 221 

甲賀市の人口からみると、合併の推進による基礎

自治体の規模が10万人であるように理想の人口規

模である。ただし、黒土の約12%をさめる面積は

広範囲であ号、政策的、制度的;こは、甲費市内に

おいても地域差があるといえる G

平賀市における合舎は、 2002年 1月、合併の準

備として在意の合許協議会が童かれた。この地域

は、清訪、衛生センタ一等について一部事務組合

で設置している甲賀事 7町で合併の枠組みが考え

られたが、この時点では、最終的な枠組みとなっ

た5町で検討が始まっている。その年の8月に法

定の合併協議会に移行し、翌年の2003年8月18日、

5町により合併協定謁印を行ったc 各町において

53)西昌勝 f今後の基礎自治体のあり方についてj
(2002年)ht匂:I/www.mmin.or.inArvoukakulchii-
kil2oo21114 l.htm 



2月議会での合併関連議案を議決し、 10月248知

事への合併申請を行った。 12月18日県議会議決、

知事の決定を経て、総務省に申請が行われたむそ

して、翌2004年 1丹158総務省告示により、車町

村合併が法的に効力を発し、 20004年10月1日、甲

賀市が誕生しているc

第 2節合併話5町の法務組織

旧51BJにおける法務組織の構成であるが、 5町

はいずれも、総務課(信楽町は、総務員守政課とい

う名誌である)、いわゆる総務部門に法務組織を量

いている。その法務組織の所属における法務担当

の属する係の名昔、について辻、 5町においてそれ

ぞれ違っている c 法務組識として、少なくとも係

単位の独立した組織を量く自治体はなかった。文

書管理の業務を含む文書統計係、人事管理や行政

一般の業務を行う行設係、あるいは行政選挙孫、

さらには議会との謂整や庶務を扱う総務係といっ

た名称となっている o (表3-2) 

[表3-21 5町の法務組議
水口町 士山町 伊賀町 甲南町 伝来恒E
総務課 総務課 総務課 総務課 総務財政課

-総務係 . {f政係 -秘書係 -総務係 -総務係

-秘書人事係 -秘書係 -行政係 -自治振興係 -行政選挙係

-文書統計係 -財政係 -財政係 -情報管理係 -情報管理係

-情報統計係 -情報管理係 -情報処理係 -財政係
-合併準備主主 -登記事務 -防災係
-自治体史編纂準備室

脇昌氏の法務事務の専管震の調査 (1998年)に

よると、町村では、法務の専管係は、 0.4%、準専

管係A、Bは、 18.6弘、庶務係は、 76.4弘となって

いるs 当時の調査から、 2000年の地方分権を経て、

法務組織の重要性が増したにもかかわらず、 5町

の法務事務の状況は、この調査を裏付けるものに

なっている。 5町のうち、唯一、準専管係であっ

た水口町が20%を占め、東務係等にあった 4宵が

80%を占めているD これは、自治体の規模からみ

た法務組織の問題が、地方分権改革以請から指摘

されてきているように、法務を担当する確国たる

組織が合併爵の自治体に存在していなかったこと

を裏付けている a 法務担当の置かれた係の事務分

掌内容では、文書管理と統計調査を兼務している

ところや消訪事務や選挙事務と兼務しているなど

法務とは、ほど遠い事務内容となっている。 5軒

がいずれも法務事務として f椀規に関することj

を揚げていることから、条fJtJ、規則の公布や例規

集を編纂するという法制執務的事務を者管する意

味合いが強かったと思われる。(表3-3) 

[表3-31法務担当の置かれた係の事務分掌
(人:( )は兼務}

日T::r， 部署名 事務分"jl: 係H・()i主義務

. f開UJ廷に隠すること

*11町 文元統計係
-文洋管理4こ関すること

2 (1) 
z 情報公開Lこ関すること
事統計議1tに関すること
. fr政ー般に関すること
-人事に演すること

. i詩防に|謁すること
tlllllff 行政係 -例壌に関すること 2 (1) 

-文書管理に関すること

-合併に関すること

-情報公開に関すること

-行政今般に鴻すること

-初j規に関すること

-議会に隠すること

IF賀町 行政係 -選挙に関すること 3 
-監奇に関すること

-消防に関すること

-人事に関すること

-行政‘般に慢すること

-人事に関すること

. f開j規に関すること

甲南町 総務係
-文書管理に関すること

2 (1) 
-情報公開に潟すること

ー議会に関すること

-統計調杢に演すること

-消防に隠すること

-行政ム般に潟るすること

伝来町 行政選挙係
-議会に隠すこと

(2 ) 
-例規に関すること

仁塁挙民型空:る央主ー 」

また、地方分権読の受身的な法務を担う法制執

務を担当する文書管理としての位置づけが強く、

法務担当が量かれる総務部門には、まちづくりな

どのまちの構想や致策を打ち出す政葉部丹とは拐

の蔀門という泣置づけになっているむ

第3節 甲賀市合傍における条例整備の退程

条例整憶については、合併協議会において、「条

例・規期の取扱いj として協議が進められた。そ

の協議において、「法定協議会で協議、承認された

各種事務事業等の謂整内容に基づき、①合静と同

時に即時制定、施行するもの、②一定地域に暫定

施行させるもの、③合併設逐次制定するものに区

分して整理する。J54) という方針を確認しているc
この調整方針と各事務事業の調整により条例整備

を行った。事務事業の調整は、事務事業を検討す

る専門部会(主監・課長級)において、さらに実

54) 甲賀市「平賀市誕生の歩みj
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務面から縮かく検討する事務分科会(課長補佐・

係長級〉を設置している。

合併協議会では、条例整備をひとつの事務事業

と設置づけていたため、特にプロジェクトチーム

又誌専異的な法規担当者を設置せず、 5町の法規

担当(法務担当の採のうちの主に例規に関するこ

とを担当している者)が総務部会の総務分科会で

の事務調整として、通常の業務と並行しながら行

うこととしている。また、条部整鏡の作業につい

ては、合併協議会としても膨大な作業となるため、

法令出張の業者に委託をしている。

」
議
霊
長
義

[密3-3]条例整需の過程

条例整儲の具体的な作業の過謹は、園 3-3に

示すとおりである c 原案の作成は、原則として、

分科会が行うが、累案の審査や施行方針の決定は、

法規担当が行い、原案から公布までの案文の作成

や例規集の編纂作業については、業者に依頼して

いる。

法規担当が行う作業は、分科会から作成される

条例原案を審査し、修正のうえ完成させ、最終的

に公布し、例規集を編纂するまでの作業であるむ

具体的には、事務分科会が原案を作成し、法規担

当は、法的面と法制執務面の確認、と事務調整事項

と条文の整合性についてチェックをし、業者に案

文譲製を依頼することである。

条例整備作業として、最初に行ったのが、合併

5町の条例の洗い出しである。これは、業者委託

し、 5宵の条例 1本 1本について比較分析を行っ

ている (2003年 5月)。この比較分析をもとに、事

務分科会において、合弊協議や事務事業の調整に

よって内容の整ったものから原案詩書を作成し、
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その悪案諜書をもとに 5町の法規担当がヒヤリン

グを実施している。そして、ヒヤリングと合併協

議や事務課整の内容に基づき、委託業者に条例の

第1次原案の作成を依頼しているが、原案詩書に

基づくヒヤリング作業辻、条例のほか規則、規事呈、

要綱(告示のみ〉等を含め、 897本のヒヤリングの

検討本数となっているc とヤリングは、合静期日

I年誌の2003年10月に行っているが、全国的に市

町村合併が実施されていること、多くの自治体が

業者委託を実撞していることから、委託業者にお

いても膨大な業務量となり、第 1次原案がすべて

提出されたのが合静期日まで6ヶ月をきっていた。

その後、第 1次原案をもとに、分科会ごとに合

併協議や事務調整により規定する内容や合併に伴

う経過措量の有蕪などを検討し、第 1次原案を修

正している。分科会では、法的な整合性や致策も

含めて検討されるはずであったが、第 1次原案が、

委託業者から提案されていること-これは、委託

業者がま令専門の出張会社であったことから正し

いという考えに基づくものーや合併議議や事務調

整が先行したことなどにより条併の検討が遅れた

結果、一般的な個別の事務の内容と法銭執務面か

らの審査のみの検討ということになったc このこ

とから、 5町の法規担当者が、合併読議の事務調

整結果表をもとに、法的な面と政策的な面から、

修正し、審査して原案をまとめている。 1次原案

から、 2次の検討に向けて案文を委託業者に依頼

した持は、すでに合静期日まで3ヶ耳をきってい

たD

5町の法務組織の専管震から彊みても、法的素

養のあるスタッフは少なく、この時点で既に「単

なる作業jも蘇嬉した状況となっていた。さらに

作業の葬帯をもたらしたのは、合併鶏日 3ヶ月前

の7月に、新市の組織・人事のうち係長毅までの

人事が公表されたことである。 5町の法規担当者

5人のうち、 1人のみが新市の法規担当者となり、

4人は法規以外の担当となった。この人事公表は、

合併後の事務の移行がスムーズに行え、住民サー

ピスが低下しないようにとの配慮であったとされ

ているc 人事公表から合静までの関、法規担当者

だけでなく、職員は、従来の担当の業務とその業

務の合鉾事務、さらに新市で担当する業務の引継



ぎとを並行して行うという、一人3役の膨大な事

務をこなすことが要求されたc 条例整情作業は、

専管度が低い法務超識であるだけでも膨大な事務

量であるにもかかわらず、田町の法規担当として

の合併の条椀整備作業と新市で担当する事務の引

継ぎを行うことは至難の業であったといえる司合

併期吾は、自前に迫っており、このころから夜を

撤する作業となっていた。

第2次原案が業者から提出され、それを受けて

分巷会では、最終の事務調整や案文のチェックな

どを行っている 5 これが第 2次原案作或となって

いる。ここで、法規担当者が注意を払ったのは、

事務事業が沼町から新市に引き継がれる限号、な

んらかの経過措置が必要であり、 fす則の経遇措量
に関する規定について詰特に注意をし、住民に不

利益な状態をもたらさないよう配患を怠らないこ

とであったc

当初は、第 1次原案で事務調整が誌とんどでき

ている予定であったが、合併に伴う膨大な業務と

合併協議会の事務調整の遅れから、第 2次原案時

に最終調整をしている分科会も多く、調整の方針

変更や未調整により第 1次東案とはまったく違う

条例内容の検討をするということも起こった。

市町村合静では、合併前の自治体の条例は、合

併前日をもって失効することになることから、合

併協議会において確認された①合静と馬時に即時

制定、施行するもの、寄一定地域に暫定施行させ

るもの、③合併後逐次制定するもの、の豆分55)以

外に、議員のみの提出にかかるものを追加して整

理した。合詳当自に、①の専決処分をした条例は、

186本、舎の暫定施仔した条例は、 26本となってい

る。そのほか、規劇、規程、言11令、告示を含める

と、合併当日に制定・公布したものの総数は、 612

本となっているc

条例の専決処分にあたっては、①法律の規定に

より必ず設置するもの若しくは続定が必要なもの

又はこれらに準ずるもので市政執行上空白期間の

許されないもの、②新市の組織友ぴそり運営又辻

職員等の勤務条件(給与、勤務時間等)に関する

もの、③甫民の権利・利益を保護し、又は権利を

55)甲費市首掲稿。

制限し若しくは義務を課すため、空岳期間が許さ

れないもの、④公の施設等の設童・管理に廃する

もの、⑤5町が同様の制震を持つ事務事業に関す

るもので統合の必要があるもの、という専決理由

により分類し、職務執行者の専決処分を行ってい

る5 また、暫定施行した条例については、@条例

名は類似しているが、 5orrの制度に差異があり、
新市設量吾において統合が困難なため、統合案を

決定し議会に提案する予定のもの、@一部の町の

みの条例で新市において全市域に適用させるかの

政策判断を要するもの、@新たに適用されるもの

はないが、既iこ適窮されていたものを整理する爵

施行するもの、という基準に£り分類し、暫定施

行する告示を行っている。お}

専決処分する条携にはどのようなものがあり、

暫定条例とする理由が何であるかといったことに

ついては、広く住民への需報提換が行われなかっ

た一時間的に余裕がなかったことも一因で為った

が-ことから、合静直前のi呂町の議会において、

専決処分する条例と暫定施行する条例に理由を付

して提示をしているc

第4節 甲賀市合併の条例整積の現状と評倍

( 1 )条例整慌の現状

185町において制定されていた条例数の比較に

おいては、極端に違いiまなかったc 政策条例とい

われる条例についても 5宵においてそれぞれ制定

されており、独自の設策条例についても、それぞ

れ沼町の特畿を活かした条例が髄定されていた。

(表3-4) 

[表3-41 5町の条例の数

政葉条190

IBJ名 条例 法令に根拠を
独自政策条例

持たない条例

水口町 161 23 14 

土山町 168 19 11 

甲賀町 170 23 15 

甲高崎 142 21 14 

f言楽町 155 25 17 
」一一一

.__ 

条例整備について、合併協議会が行った条例整

56)甲賀地域合併協議会から 5貫工の議会に提出された

専決処分条倒と暫定条例の資料から参考;こした。
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備の作業行程の説明会においては、案文作成に必

要な公文規程の整備を行っているが、第 2章にお

いて述べた自治体の政策形成がこれら条例整需の

作業のもとである事務事業の調整作業において影

或されるような説明はなしまして、吉町村建設

計画に基づいて政策形或を行うことについても触

れられていない。実際のところ、合併顛 8~こ追ら

れた状況の中での条例整情作業で辻、通常自治体

が新たな条例を作成するときに求められる政策実

現については考える余裕がなかったといっても過

言ではないc

あわせて、専決処分、それも職務執行者による

条例制定ということから、合静時に必要な最低限

の条例の整鏡にとどまっている。専決処分である

ことと、合併の条例整犠が「作業」として行われ

たことから、地域の政策課題のための独自の条例

内容は、政策判断を要することから、一般的な内

容へと平準化されたり、切り下げられたりしてい

る。さらには、合苦手期Eに追られたことで地域の

政策課題を先送りしたり、合併期吾が年度途中の

10月であったことから、給付条例などは合併時に

条例の制定が行われず、暫定施行した条例もある。

唯一の政策課題に対する条鍔の整需としては 15

町が同様の制度を持つ事務事業に関するもので統

合の必要があるものjという専決処分の理由によ

るものがある。この専決処分の場合、制度的に!日

511fTの住民が要求していて、事務事業の担当者の

意識も一致していることが前提要件となる a この

ような条例整備の状況において、合併時に制定さ

れた専決処分による政策条椀のうち、自治体独自

の政策条例は、 14本に達している。

( 2 )条例整備の評価

①合鉾前致策条例の存続と消滅

( a )条例の存続事例

7.情報公開条例と悟入靖報保護条例

信報公開髄度については、 5町ともに条例が制

定され、制度化されていた。甲南町は、議員提案

により情報公開条例を制定している D 制度内容の

大きな違いは、需報公開請求権者と公開手数料に

あり、目的、実施機関や公開に関するしくみにつ

いては違いが克ちれなかった。請求権者について
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は、甲賀町以外の 4町が、町内に住所を有するな

どの要件を掲げ、請求権者を制限している。また、

公開手数料については、甲車町が、 1件300円の手

数料を態収している a 情報公開範度は、全冨的に

浸透しており、何人にも公開請求権を認めている

ことから、調整方針において請求権者の斜線をし

ていない f甲賀町の例を基本に合併時に制定す
るJ57)とされたc 公開手数料については、無料と
いうことで調整されたc 写しの交付にかかるコピ

ー等の実費については、 5轄とも同一料金ではな

かったことから、コゼーにかかる実費額を再計糞

し、続ーしている。

一方、値入清報保護条椀については、甲賀町の

みにおいて条部制定がされ、事j変化していたこと

から、合併時に制度化するかどうかという需題が

あった。しかし、分科会においては、住基ネット

の導入により住民の個人靖報保護に関する髄度化

が求められていたことや「個人靖報の保護に関す

る法律jが制定され、基本的蔀分の一部撞行がさ

れていたことから、合併時までに各町において制

度化することを前提として調整が進められたG す

でに制変化されている甲糞町の摺人情報保護条例

は制定から時間が経過しており、住基ネットや冨

の法律に対応していなかったことから、事務事業

の諜整では、「甲賀町及び今後事i定が予定されてい

る各自7の条例を基本に制定するj掛という方針と

していた。ただ、合併時までに制変化を留ったの

は、本口町のみであったため、条例案は、最終的

に水口町の条例jを基本として制定している。

この個人笥報保護条例については、国の f行政

機関における留人情報保護に関する法律J(行致機
関億人靖報保護法)において、法律の実行性担保

のため、行政議関の職員や個人情報保護審議会の

委員の罷尉が規定されていることと同様に、条例

の実効性担保のため、職員の罰周競定を設けてい

た。この罰則規定を設ける場合は、一般の罰則の

棒系との均衡と調和が保たれているか、 ds罪の構

成要件が明確であるかどうか、さらに、都道府県

と市町村の条例が矛盾抵触しないかなどの検討が

57) 甲賀地域合併協議会「事務事業現況調査調整結果

報告書J2'∞4年
58) 甲賀地域合併協議会議掲積。



必要であ司、事前に検察庁との協議を必要として

いるむ水口町の条例においても罰則規定を設けて

いたことから、事前に検察庁との協議を行い、制

定している9

合詐直前であったが、甲車町が個人情報保護条

例を制定しようと、水口町と同様の罰期で検察庁

と協議を実施したが、罰則の体系との均衡と調和

という面から検察庁から疑義が出され、条例化を

断念している。これは、行政機関慣人情報保護法

の罰期と自治体の従前の罰期との講整一本口軒と

甲南町の制定時期には行政機関億人情報保護法の

罷則規定が強fとされているーを留ったものと考え

る。しかし、市軒村合併における条例制定の罰別

規定の協議については、すでに制定されている水

口町の条例をそのまま引き継ぐということから、

検察庁からの疑義誌なんら出なかった。

罰期規定の協議が必要であり、また 5宵のすべ

てに前度化されていなかったにもかかわらず、自

治体需の問題意識が一致していたことや事務事業

調整を担当した分科会の政策課題に対する一定の

考え方があったことから、 1つ町の先進的条例に

より政策条例が制定されている。

イ.放置自転車等訪止条例

放量自転車等訪止条例は、水口町と甲南町が制

定していた。設置自転車等の対策については、水

口町が、裁量自転車等の防止に撰する条例を制定

し、市民生活分野(交通対策や訪犯を取り扱う分

野)で取り扱っている D 甲南町では、環境美化条

例の中の一つの撞策として放置自転車の対葉を取

り扱い、自転車撮去に係る費用として、自転車500

円、原動機付自転車1，000P1を徴収していた Q その

ほかの 3町については、条夢nはなかった。このこ
とから、事務調整においては、「放置自転車等の黙

止に関する条例を水口町の例により薪市において

制定する。J59) という調整方針を出しているむ

しかし、事務課整と条多Hの原案作成が進むにつ

れ、分科会としては、駅前等に自転車の放置が多

く、通行の妨げとなっていることから法的根拠

(条例に根拠を置くJ がなくなってしまうと撤去
や保管ができなくなることや条例iを制定していな

59)甲賀地域合併協議会前韓議。

い3宵においても、放置自転車が多くなると通行

の揚げに在ることから、撤去し、一定期開保管後

処分をするという作業を実施していることが明ら

かになり、 5宵の題に同様の事務が存しており、

法的根拠である条済制定の必要性が認識された。

そして、放置自転車禁止区域を合併するからとい

って市内全域にー撲に広げるのではなく、放置禁

止区域を合併前の町の区域内と定め、その区域内

の放置自転車のみに適用することとし、合併後に

おいてその禁止区域を状況に誌じて見直すことと

した。これは、合鉾持に住民の義務を課すには住

民の理解が必要であるので、合{芽設において徐々

に理解を得ょうという配憲によるものである。撤

去費用の実費接収は行わないこととしている 5 こ

のようにして、「市民の権利・和益を保護し、又は

権利を範限し、若しくは義務を課すため、空白期

開が許されないもの」という専決処分の理由によ

り、合併時に条例を制定しているむ

(b)条例の消滅事例

7.環境基本条部

!日 5町の中で、唯一「基本条例j として制定さ

れていた環境基本条部については、「基本条例jと

しての政策条例ということから当初から先送りさ

れている司

しかし、環境基本条例を制定するきっかけであ

った日8014001認証jについては、事務事業にお

いて調整されている。この認証について辻、水口

町が2000年に、甲高町が2002年に取得し、環境に

配棄した取組みを行っている。 180認証取得とと

もに、家庭ごみ収集の方法や分間収集品目の纏分

化を行い、環境にやさしいまちづくりが麗関され

ている q 分別収集の細分化により、資源として梗

用できるものを資源として活用している。多nえば、
紙や新開などは、望号えるごみから資源ごみにする

ことによってごみの壌却によって排出されるCOz
の量を前滅する。環境に配慮するだけでなく、携

えるごみが資帯、ごみとの分別によって、ごみ壌却

に孫る費用が縮小できるというものである。この

分間収集のようなソフト匿の致策展開は、首長の

強いリーダシップのもとに住民の理解と協力が必

要となることから、首長の政策判断を要するもの

として事務事業の諜整という範轄を超え、条例制
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定が先送りされている。ただし、このISOのシス

テム導入については、事務課整で、「水口町及び甲

南町のシステムを調整の上、全市での取。組みと

なるよう新市において謂整する。J60) という調整
方針となっている G

ごみの分開収集については、事務事業分科会に

おいて、高い意識レベルの収集方法やごみの縮分

化が調整された。古紙、ベットボトル、廃油、牛

乳パック、金品トレーなどの資源ごみの奴集体制

については、収集体制の一番鶏かい町のレベルに

合わせるように調整がされているむしかし、ピン

の収集については、ピンのラベルを住民が剥がし

たものを回収していた町があった。これについて

は、もともとその町においても賛否が議論されて

いたが、環境基本条倒の理念に基づき、生民の協

力を得て実施してきていた。しかし、合併時に、

環境基本条例が先送りされていることから、合静

自治体の住民に理解が得られるかどうかという問

題があり、ピンのラベルを剥がさなくても収集で

きるように調整がなされた。合併自治体の全域か

ら鑑みると、環境への配患の意識レベルにおいて

は最高のものとはいえないが、全体的にごみの分

別収集の意識レベルは上がり、環境に配意したま

ちづくりとはなっている G

さらには、新市の組織編成においては、環境課

におO推進や環境への配意意識を事務分掌とした

「エコライフ推進係Jという単独の採が設置されて
いる。このようなことから、合併直後において、

住民参加により、環境基本条例が制定され、環境

基本計画の策定や入札参加業者の「まち美化運動」

参加による加点というシステム導入が行われてい

る。しかし、ビンのラベルのように一旦抵下した

註民の意識を上げるのには、時間を要しているc

イ.環境美化条例

環境美化条例は、議述の放量自転車等務止条例に

一部の擁護が盛呼込まれた条例ではあるが、それ

以外に空き缶の散乱訪止や空き地(開発住宅地)

の草刈を義務付けしている D この施策については、

事務事業の謂整事項には挙がっていないことから、

環境基本条例と同様の条例として捉えられ、先送

60) 甲費地域合併協議会苗掲稿。

-198一 市町村合併における自治体法務の現状と課題

りにされているG

この環境美化条例は、甲高宵のみに制定されて

いたむ高震経済成長期に宅地造成による開発が行

われた団地の土地所有者が、草刈等の管理をせず

放置していたことから、周辺住民への生活環境が

保全きれなくなり、その解決策として条例によち

草刈の義務を課している。また、道路や底舗など

に自動販売機を設置する事業者に対して、空き缶

等の散乱訪止を呂的として、空き缶回収の義務を

課している。この政策誌、事務事業の謁整事項に

挙げられていなかったことに加えて、条例整憶が

事務事業の調整に基づく作業であったことから、

検討されずに先送りとなっている。合静後におい

ても、空き缶の散乱訪止や空き地の草苅義務付け

といった課題解決のための条例の制定には至って

いない。

②条倒の平準化と切ち下げ

ア.保青料の数収条例

児童福祉法に基づき自治体が設量する保育所は、

公の施設に該当し、本来ならばその費用の対価は

すべて地方自治法第225条及び第228条第 1項の規

定により条例で定める使用料として徴収すべきも

のである。しかしながら、 1997年の改正前の児童

福祉法第56条で、「・・・市町村長は、第51条第1

号に規定する費用(車町村長が兎童を保育所に入

所させる措置をとった場合において、入所に要す

る費用及び入所援の課護につき、最低基準を維持

するために要する費用等〉を夫々本人又はその扶

養義務者から徴収しなければならない斗と規定し

ており、この措量費に係る徴収金の性格は、同条

に車接根拠をもっ負担金であると解されている

(昭32.8.3厚生省児童局長通知)0 61) したがって、

保膏料の接収については、別段条例に根拠を要せ

ず、市町村長は、鬼童福社法に基づいて室接に負

担金を徴収している。

保育科が負担金であるという説と徒居科である

という説の商説とも至当と考えられる。

しかし、 1997年の法改正により、「保護者と市町

村の関係は、措置という行政処分の行政庁と対象

者という関係から、意思表示を謡提として申し込

61)地方自治制度研究会編著 f地方自治法質疑応、答集j
(第一法規)2049頁。



みとこれに対する保育サーどスの提供、利用者が

これに対して市町村の定める方式によって保育科

を支払うという双務関保に立つ利黒契約関係に変

更されるものである。J62) とし、「保育科の負担方
式について、現行の応益負担方式を、保育サービ

スの費用を基礎として家計に与える影響も考意し

た均一的な負担方式に改めることj総とされ、措

重から契約に係る利用という関保になっているc

また、 2003年の地方自治法の改正により導入さ

れた指定管理者制度において、保育所は、公の施

設に該当することから、民需能力を活かした民に

よる保育所運営を襲極的に促しているa この指定

管理者制度は、地方自治法の公の施設の管理の規

定に基づくもので、指定管理者を議会の議決によ

り指定し、利用料金を指定管理者の収入として収

受させることや指定管理者が定めることができる

としている 9 これは、公の施設の管理を議会の議

決による行政処分とし、指定された指定管理者が

利用料金制度によって、自己努力による利益を指

定管理者の収益とすることが施設の稼動率の向上

などの委託後における運営面の経営努力の動機付

けに会ると考えられているのであるc

このように、保育所が公の施設として位量づけ

られ、また保育所の入所が措置から契約に変わっ

たことから、地方分権による自己決定・自己責任

の原則に基づく自治運営を考えるならば、保育科

を国が示す接収額基準の範圏内で市町村長が強自

の考えにより金額を決定し、徴収することは、保

育科の公共性からみて不合理であり、住民の意思

を反瑛するためにも条例により定めるべきものと

考えるむまた、保育科を自治体の裁量、例えば長

類欠席や 3人自の保青科の免除などのように、減

額や免除する場合は条例で要件を定めるべきであ

る。しかしながら、 1町のみが保育科を条例で定

めてはいたが、合併の条例整備で辻、分科会の原

案作成において、既述の厚生省局長通知による見

62)児童福社法規研究会編 f児童福祉法母子友び寡婦
福祉法・母子保慢法の解説J(時事通信社)168頁C
63)平成9年6月23日開催の全国見童福祉主管課長会
の配布資料で、児童福祉法改正法案の国会審議に
おける厚生省の答弁の要旨などをもとに、改正内

容の概要や考え方を問答方式でとりまとめ、参考
に供されたものである。

解から、規期へと平準化されている。

また、課育科については、多子世苦入所の場合

には、第2子辻半額識額とし、第 3子は 1町が無

料、 4町が10分の lの額としていた。この内容に

ついては、事務課整では、「差異があるため合併時

に調整する。J64)とし、 4罰了の摂iを基本とした調
整がされたc このことにより、 1宵のみの第3子

の保膏料の蕪料は切り捨てられているc

なお、保育時障については、開始時需が7時30

分から 7持45分の問、終了時間が18持から18時30

分までの需とIBIBTにおいて差があったが、合併時
に調整され、開始が7時30分から、襲7が18時30

分までと時聞が延長されている。

延長保育事業として、 18の保育時間が11時開

を超えて受け入れをしている保育所は 2軒のみで、

時関は19時までの季IJ患となっていたむ 2町のうち

1町は、延長利用料200円を徴収し、 1町は無料と

していたむこの延長保育事業は、保育所領oの受け
入れ体制が調整できず、現行の 2町のみの実施と

なったが、手Ij謂料については無粍の課整がされて

いる。

抵年齢児の保育については、 1町がG議---1義

見の受け入れがなかったが、合静後の年度蛤めか

ら O 歳~1 歳克の受け入れをする調整となってい

るs 。議鬼の受け入れ月数についても、生後 6ヶ

月---12ヶ月とばらつきがあったことから、 i日町単

位の範酉において少なくとも 1冨は、生後6ヶ月

からの受け入れを確保することとしているむ

このように 3人自の保青料の蕪科は切り下げち

れたけれども、保育サービスの提供は、高く調整

されている。これは、合詳のメワットとして、総

務部門などの人員削減によりサーピスが向上する

ということが宣伝された影響であろう o 3人自の

保育科の無料化は、合併設において、少子化対策

として所得制援を加えながらも実現している。し

かし、この際にも保育料の条例化は実施されてい

ない。

イ.安全安心のまちづくり条鰐

滋賀県では、「なくそう犯罪J滋賀安全なまちづ

くり条例を制定し、安全で安心なまちづくりの事

64)甲賀地域合評協議会前掲稿。
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業を展開している。このことを受けて、 5町では、

それぞれが条郷を制定しているむ 3町が、「生活安

全条例jという名訴で、 2町が、「安全で安心なま

ちづくり条例J1安全ですみよいまちづくり条例j
という名称で制定している。条例の内容にはそれ

迂どの差異があるわけでもなく、拐犯に関する撞

策を展開することを謡っているc また、その施策

の推進のために、生活安全推進協議会の設置を規

定しているc この条例は、滋賀県の特穣でもあり、

最近の犯罪の多様化に対するまちづくちの理念と

なる条椀であり、 15軒が同様の制度を持つ事務事

業に関するもので競合の必要があるもの」という

専決処分の理由に該当し、 5轄ともに条例化がさ

れていて政策的に差異がなかったにもかかわらず、

事務事業の調整事項としては挙げられなかったこ

とと、理念に近いものがあることから環境基本条

関と同様に致策判監を要するとして先送りされて

いる。

合併後に条例免はされてはいるものの、自治体

独自の政策課題解決としての「まちづくり条例j

という視点からの政策法務の取組みはなされず、

i日来の訪犯対策としての「生活安全条擁jとして

制定されているc

争条例の暫定施行

7.固定資産税の課説免除条例

5町では、それぞれ名称は違うけれども、企業

誘致のために事業者に対して固定資産税の課説を

免除する条例を制定している。しかし、課税を免

除する根拠には違いがある。 1町は、町独自の政

策として金業誘致促進として条例を根拠に、 I町

i土、地方説法の市町村の裁量を根拠に、残る 3町

は、低開発地域工業開発促進法を根拠にして条例

を制定しているc

この課税免除の対象について、指定区域、取得

時期、取得面積、工業生産用設犠の取得倍搭など

5町の間において要件が異なっている。そして、

企業誘致のために課税免除の優遇措置を条件に工

業用地を売り出していた。また、逆に金業誘致の

できる工業団地がなくなってきている町もあり、

課税免除の条例を必要としないところもあったc

専決処分の理由としては、 15町が同様の制度を持

つ事務事業に関するもので統合の必要が島るものJ
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に該当するが、政策内容の変更や要件の統ーには

周知期間を要することなど統ーした制震とするこ

とができなかったのである。最終的に 5町の町長

による判獣で暫定条例としている。合弊後も調整

ができず、未だに暫定条例としている。

イ.母子家庭等手当条傍

この制震は、 5町ともに単独の給付事業として、

一人親家震に対する一時金や手当ての支給条例と

して制定している。名祢は、 f遺児激励金ム f母

子・父子家庭晃舞金j、f遺児等育成手当j、「福祉

手当」、 f母子家庭等遺児育成手当」と違っている

が支給目的は同様である。支給額も、年額支給と

月額支給の町があり、年齢要件も義務教育襲了ま

でと20歳までとの町がある司このことから、事務

調整で、 f合併と同時にすべてを廃止し、新車にお
いて薪たに独自事業として「一人親家庭児童育成

手当」として支給するoJ 65)という調整方針とし
ている。さらに、新車において棋定する内容の支

給要件、支給制限、支結額、支給方法を具棒的に

調整しているc

これは、合併期自が10丹という年震の半ばであ

ったことから、給付額、認定範囲、手続等の違い

から年麦内の統合は提乱を招くとともに公平性に

欠けることが予想されるため、新年度までの問、

現行の結付等を継続するための措置として暫定条

例とし合併後にこの謂整方針に基づき、新たに、

一人親家庭児童育成手当条例として制定したので

ある。

ウ.環境保全のためのモーテル類叡施設建築

の規制条例

渚純な生活環境及び青少年の健全青成に必要な

教育環境の保全のため、モーテル類鉱施設の建築

及び営業に係る広告物の規制について定めた条例

であるが、土出町と信楽甫において制定している。

合併の事務事業の課整事項には、環境分野で、環

境関連の条例、規期等に挙げられているが、この

条傍は、生活や教育環境の対策としての昌的では

あるが、建築規制の条例である。環境分野では事

務調整がされず放置されてしまい、合併産前に都

市計画分科会に事務調整を移しているc

65) 甲賀地域合併協議会苗掲稿。



条例を制定していた土山町と告楽町は、大半が

都市計画区域外である。都子作計麗区域の一部とな

っている区域であっても未隷引き都市計画区域と

まっていることから、用途区分がなく、建築に制

限がかからないので、モーテル類似施設の建築を

排除する建築規制条例を制定し、教育環境を保全

してきた。この規制を新市全域に適君しようとす

ると、都車計画亙域の用途亙分との開題が発生す

ることから、都市計画区域の事務調整の f合静時

において辻、現行の都市計画区域を引き継ぎ、新

市の総合計画や都市計画マスタープランを策定し

た後に見産すこととする。J66) との調整方針に基
づき、条例の制定についても都市計画区域の見重

し後、制定することとされ、その関の現行制度の

保障のため、暫定条例としているc

第5節 甲賀市の法務超識の現状と取り組み

( 1 )法務組識の現状

甲糞市町法規担当組識は、「総務課文書法規係」

として、孫長 l名、係員 1名の体制となっているむ

文書発送と社分けについては、臨時職員 1名を雇

用することにより補っている D 文書法規係の事務

分掌については、 f行政不報審査・訴訟・和解及び
相談、文書収受・発送、公印管理、情報公開、信

人情報保護、条例規期等の制定・改廃Jを担当し
ている D 旧町の組議編成、事務分担からは、 7法規j

という名称が入っただけでなく、文書と法制執務

を併せてはいるが、従来の法務組識を考えると強

立した係編成となっている。(表3-5) しかし、

[表3-51甲賀市の法務組績と事務分掌
保宅 主な薬務 λ量

穂総積務里領
謀長課長福住1

R輔行公機開E孟政開物不哲S、コ嶋h理険鵬ミ田宣先z査棟主=危手，醐4畑樋自セ衛笹官ン種量和事ト阪集人捕噛府園瞬轍岳愛轟民呆主豪齢審慨即帽措動国軍龍唖吻車団依線

3 

意 i婿係 2 謹1)

総車吏合紛酒宴失様係 4 G録。
3 

人員数から考えると甲賀市における法務組織の専

管度は低いといえるであろう。分権改革後におい

て、政策法務の重要性が増しているが、甲賀市で

は、前述のように 2人体制であるのは、まず、合

66) 甲賀地域合許協議会前掲襲。

併において条例整備作業が主要と考えられていて、

政築法務の観点がなかったこと、旧町において法

務組織が確立されていなかったこと、さらには含

併による行政改革による人員削減が総務系部門で

あることなどによるものと考えられるむ

議賀県内の合併自治体の法規担当の組織の専管

度についても、甲賀市同隷の専管度となっているc

唯一、志賀町が編入合併した大津甫においては人

口規模も政令都市であり、合許前から専管係とな

っていたことから、専管震が高く、法規担当を事

業加に割り援って条伊j制定に取可組んでいる o (表

3 -6) 

[表3-61滋賀県内合併自治体の法務組織
30芳人以上市 10芳人以上京 10ii人来満市 町村 計

専管係 大津市

準専苦{融 東近江市
野洲市・;曜高市

5 
長浜市・甲賀市

準尊管係B 高島市・米原市 費荘重T 3 

8]事f芸 。
5十 E 

甲賀甫では、訴訟事務については、合併前から

提起きれ、それを引き継いだ訴訟案件とその関連

事f牛があり、さらに、合鉾直後において相次いで

民事訴訟が提起されたことから、田町で設置して

いた顧問弁護士を甲賀市においても引き続き荻頼

することとしたc

合併直後の混乱期でもあり、また地方分権によ

り自治体の自己責任の法的判断も要することから、

定期的に職員の行政執行にかかる法需相談をして

はどうかという顧問弁護士からの提案があった 5

早速、合静直後から毎月 1目指談日を設定し、相

談を実施している G 個々の事例ごとに弁護士の的

確会アドバイスを受けつつ、職員が適切に対応し

ていくことで職員の法的素養を身につけていくこ

とは自治体法務の原点であるむこの法害相談は、

職員が安心して仕事ができるだけでなく、自分の

仕事が法の下にあるという意識を持たせることが

でき、職員の意識の改革にもつながっているD

( 2 )鰐規審査委員会の取り組み

平賀市では、法規担当が2人であり、文書管理

や情報公開の事務を兼務していることから、条例、

規射などの審査を補完する組織として、合併直後

に f例規審査委員会Jを設置している c 例規審査
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委員会の委員の構或は、委員長が助役で、各部の

次長と金画課長、財設課長、総務課長が委員とな

り、総勢22名となっている G 鰐規審査委員会の役

割は、法務組識が前述のように専管度が抵いこと

から、法制執務面からの審査と、実施しようとし

ている政策が反映されているかどうかを検討する

ことにある 5 これ誌、傍規審査委員会に対して、

担当課から提案される条例が政策を踏まえて提案

されているかどうか、法規担当が法観上の審査に

おいて、実現しようとしている政策の方向をゆが

めていないかどうか、また合併自治体聞の政策の

考え方の格差是正が図られているかどうかの審査

を求めているものである。例規審査委員会の委員

の構成員を次長級としているのは、条例を提案す

る担当課が委員会において案の説明をするのでは

なく、委員会の構或員である次長が担当部局の条

例案を説明することで、政策の詳細について彊当

課だけでなく、広く担当する誌においても検討を

することができるようにしているからである。ま

た、理事者の 1入である助役を委員長とすること

で政策の方針の決定が確実になることを担ってい

る。(菌 3-4) しかし、総勢22名と人数が多くな

っていることから、最近では、担当部以外の案件

については他人事のようになってきている。

このようなことから、政策課題についてトップ

からの提案ではあったが、コンブライアンス(法

令遵守の推進)体制づくりについては、あらたな

車り組みを行っているc

この条例の目的は、合併自治体需の職員の意識

i図3-4]~.倒襲定の流れ
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の違いから信理意識にも搭差があり、仕事の進め

方についても地方分権前の龍例踏襲主義意識が強

く、本来求められる法務意識を高める必要があり、

また合併によって組織原土の違う職員が一体とな

って仕事ができるようにするためのものである。

例規審査委員会の構成員である各部の次長が、幹

事会という庁内組織に屠していて、その幹事会で

危機管理に取ち組むことになっていたことから、

この条例提案について辻、担当課を決めず、その

危機管理部会の中でコンブライアンス棒制づく乃

を担う役割を依頼し、条例づく切と推進体制づく

りに取り組んでいる。

最初に竜機管理部会員が、 fコンブライアンスと
は何かjについて、甲賀市が協定を結んでいる大

学での講譲に出罪して研修を行っている。その後、

先進地の読察を行い、取り組みについて学んでい

るc さらに、内部組織の浄化を呂的とした公益通

報者保護法について自主的に勉強し、事務局であ

る総務課の条椀素案について議論を重ねている。

条部案だけでなく、その条例が授透できる体制づ

くりについても検討を重ねている。このような遇

程を経て、条例を議会に提案するまでに 5ヶ月を

要している。

この危機管理部会と例規審査委員会の関謡が、

単に条例を法制執務面の審査だけでなく、致策実

現のためにどのような立法、法執行が求められる

かを検討できる取り組みであり、政策法務を実現

するための法務組織のサポート的体制として位置

づけられるのではないだろうか。

第4章合併自治体における政策法務の課題

第 1節 合静自治体における未解決の政築課題

以上のように、合評自治体における条例整備の

現状を述べてきたが、合併自治体の今後の法務を

考えるとき、合併時に残された課題をまず解決し

なくてはならない。合併昌治体では、国や都道溝

県主導の合併がようやく終わり、合併に伴う条例

整需については完結したと一段落しているかもし

れないむしかし、平成の大合詳のように、最初に

合静ありきで時期が先に決められてしまった場合

には、合併の事務事業の翼整において合許関係自



治体関で制変的な格差が大きかったりすると、重

要な致策課題についての問題解決が合併後の検討

に先送与されている。しかも、合併後においても、

先送りされた政策課題の解決については、合詳し

たからといって、部座に、!日町聞の制度的な格差

や地域住民の意識が一体化することは難しいこと

から、その解決に時間を要しているのが現状であ

る。そのため、その政策課題の解決のための条例

整備や一定の地域のみに適用している暫定条例の

新市での施行のための条例制定が阜急に求められ

ている。また、一旦、合併時に調整された条例で

あっても、合併後の事務事業と条鍔内容の整合性

が取れていないものもある9

合詐岳治体の政策は、市町村建設計彊に基づい

て、致策が形成されるものであり、合併の条例整

犠は、合併自治体の政策形成に基づき、その政策

を具体的に実現するものでなければならない凸し

かし、合併における条椀整需が、単なる作業とし

て位量づけられたことから、条例整舗の作業のも

ととなった事務事業の謂整作業においても、市町

村建設計画に基づく政策形成が行われていない。

このことから、合併時の市町村計画を諮まえた政

葉を其体的に実現できるための条例として再整備

する必要がある。そして、領関条例の整犠において

も、制定時期が古いものがそのまま引き継がれて

いる場合や地方分権に対応した条例内容となって

いない場合会どがあり、法制執務面での不鋳を合

わせて産していくことも行われなければならない。

一方、合併時の条例整傭の手続き冨においては、

合併協議会で確認された調整方針に基づき、合静

関係自治体の事務事業の調整により条関案を作成

している。しかし、条例整績にあたって、その立

案から決定に至る過程において、住民の参加・参

酉をできる限り留り、条例の内容が住民に広く伝

わることが重要であるむ 67) このように、合併の条

例整舗について考えると、専決処分条例や暫定条

例の制定手続きのあり方については、条例が自治

棒の独占物ではなく、自治体の生長のものである

ことや議会の議決事項であることに鑑み、在民の

参加・参画の手続きを経ることや合併時の専決処

分の手続きにおける議会のかかわり方について、

今後の検討が必要といえよう s

第2第 自治体における条例体系の整備

合併自治体の条例については、 f合併時の摂i規整
情は、合評自治体における自治体法の体系を新た

に講築するものである oJ 68) としている。自治体
の「法jとは、自治体の諸活動を規律する冨の法

令や自治体の定める条例、規則などの総体とされ

ており、合併の条傍整構においては、自治体の

「法jの体系が「自治体条例」の体系と考えられるc

この自治体の f法jの体系化については、自治体

に「基本構想一基本計画一実施計画」という総合

計画の体系が構想されているように、例規のレベ

ルでも、「自治基本条例-各行政分野~Ijの基本条

例一億別条例jの体系が講想されるのであるcS9}

合併自治体においては、薪事建設計画が、基本

溝想、を踏まえた将来ビジョンであることから、そ

の許画を体系化し、合併自治体の政業形成に基づ

き、具体的に実現するものでなければならない。

そして、新市建設計画の策定において、計画に定

める事項の「合併市町村の建設の基本方針J~こ、

その自治体のあり方の基本原則である根本的なル

ールを定めること、すなわち、自治体版の憲法と

いわれる「自治基本条例」均)の制定を設置づけ、

合併自治体の昌治のあり方を捧系的に構想しなけ

ればならないと考える c しかしながら、合併時の

建設許画と条例整講の関孫では、建設計酉に位童

づけがなく、条例の体系fヒが行われていないG 体

系イヒだけでなく、計画に基づく政策形成も行われ

ていないのである。

合静が終わ旬、せっかく新たな自治体が誕生し、

スタートをした以上、今後、先送りされた政策課

題の解決を含め、将来ビジョンを見据えた総合計

画を策定する必要がある己この総合計画の策定に

あたっては、基本構想、を頂点とした基本講想一基

本計画一実施計画といった計彊をきちんと体系的

に整備し、これらの許画策定の根拠を自治基本条

67)毘中孝男 f新自治体基盤形成のための条例制定j
木佐茂男監修 f自治体の創造と市南村合併j(ぎょ
うせい、 2∞3年)102頁。

68) 田中前掲張、 99頁。

69) 田中前掲穣、 99頁。

70)神原勝 f宮治基本条需の理論と方法j(2005年、公
人の友社)では、自治基本条傍は「自治体運営基
本条例jというべきかもしれないとしている。
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例に位量づけたうえで、自治基本条例 分野別基

本条例一個別条例というように計画体系に適合し

た条例体系を構築する必要があるc このことから、

自治体の運営の基本となる自治基本条例の制定に

取り組み、その基本条例に基づき、分野別基本条

傍や個関条例を体系的に整備する必要がある。す

でに合許した自治体においても、合併持の標準装

集71)として、合詐前から自治基本条例の制定の取

乃組みがされている。出このように、合併自治体

では、まちづくりの基本となる総合計画の策定と

ともに、自治体版憲法といわれる自治基本条例に、

早急に取り組む必要があるといえよう。

第3節政策法務組織の整備

合併自治体においては、その政策課題の解決や

分権に対応できる法務体制の構築に向けて、従来

の法務組織の審査法務を中心としたものに設策法

務的機能を付加していくことが必要になる c その

ためには、致策法務を担う法規担当職員の法務能

力も問われる。しかし、合併自治体の法務組織は、

専管度の低い状況にあり、その現状は、条鰐の審

査のlまか規期や規程、告示などの審査をこなし、

例規集の編纂などの事務も多く、さらには法適合

性の指導や訴訟事務のように専門的知識を有する

事務を担っている D このような現状から、喫緊に

法務の組織強化につながる人員配置が必要である

ことは言うまでもない。特に、合併自治体が直面

している合併に残された喫緊の致策課題の解決の

71)滋賀県来原市は、 2005年 2月比巨に山東町、伊吹
町、米原町が合併して誕生し、 2005年10月1日近
江可を編入合併している。初代市長となった平星

道雄市長は、 f合併辻最大の行政改革で島る。財政
を本気になって再建しなければならない。そして、

地域の課題を克服していき、地域の元気を取り戻
さなければならない。まちが自立元年となる合併

時の標準整舗として、①行財政改革大縞、②自治
基本条例、@総合計画を掲げた。自治基本条例策

定と総合計頭策定の頼序としては、自治基本条例

は理念を定めるもの、総合計画はまちの形を決め

るものから、先に自治基本条例を挙げた。」と述べ
ている。 (2006年10月14目、龍脊大学での f成長す
る自治基本条例をめざして」講漬において〉

72)北海道白老町自治基本条例では、総合計画をまち

づくりの最上位の計画として行政運営誌これに基

づいて進めることを明確化している(札韓地方自

治法研究会 f自治基本条例と総合計画の役割J
2∞6年自治体法務ナピvol.弘、第一法規)。
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必要性から、滋費県内合併自治体の法規担当職員

のアンケート調査73)によっても、法務担当の法務

能力向上のためには、法務経議体制の強1tが第一
の要望となっている(醤 4-1) 0 

議規担当の語義能力向上のためには

どのようなととが必要とされますかマ

(10)岳民と(})情事肢換

朗自主研修〈県との支i盃〉

(8)自主研修立大学〈察))

(7)弁護士怠どの活用

(6)大学との速答

(5)広域による連警

(4)庁内法務経君臨羽車携

信託圭務組継体構善命強ft

(2)法務研修〈自;吉{宰外〉

的法務研修〈自治体内〉。 2 4 6 8 10 

[~4 -1 ]滋賀県内合併自治体法規担当事量員アンケート

次に、合併自治体が政策法務に取り組むために

は、どのような政策法務組織が望まれるか、自治

体の組織編成の視点から考えてみよう。

合併自治体が政策法務に取り組むためには、ま

ず、政策の最高規範たる総合計画と条例との整合

性が必要と会る c そのためには、法務組識だけで

なく、総合計冨を担当する金画部門との連携が必

要になる。そして、その連携を行うにあたって、

法務組織のある総務部門に政業法務的援龍を付加

するための「政策法務担当Jを配霞するのか、そ
れとも金画部門に法務組織を配置するのかといっ

たスタッフ人事配置の判断が必要になるむさらに、

合併の致策課題や政策展開のための信関施策を董

接担当するライン部門との連携がなければ、政策

課題の解決や致策展開をすることはできないG

自治体の組識編成を考えるにあたっては、自治

体における活動の全般において行われている法務

活動を政策法務と自治体法務の関係から、そして、

第1章で述べた岩構氏の提唱する法務活動の 5つ

の領域の視点から、合智子自治体の法務の領域を図

4 - 2のように分類してみた9 自治体法務の領域

である①基礎法務、②審査法務、③訴訟法務、④

全面法務、⑤戦略法務に、本小論で指捕した合併

73)滋賀果内合併自治体6甫の法規程当者に対して、

2006年10月に実施したアンケートによる。



[菌4-2]合併自治体の法務の分類

時に残された課題(条例の体系化による解決も含

も0)を合併課題解決法務として追加するGこの合

併課題解決法務は、本来は、④金画、法務、③戦略

法務の法務領域の内容ではあるが、あえて合併自

治体の抱える法務の問題としてとらえ、新たに設

けたものであるむさちに、山口氏の自治体法務の

なかの政策法務の位置づけから、従来の専門的傑

酉の強い法務を管理法務として泣置づけをしてみ

たc

そのうえで、合併吉治体の政策法務組織として

は、従来の法務組織が、総務部門に置かれていた

ように、専門的舗面が強い審査法務や訴訟法務な

どの管理法務を行政組織の総務部門に置くことと

するむそして、総合計画やまちづく号の観点から

捉える企画法務や戦略法務、さらに合許課題解決

法務を含めた政策法務については、金画部門に置

き、課題を発見し、その課題のための政策を実施

する担当部門に「政策法務担当jを置き、その三

者が連携をとりながら地域の課題を解決していく

という「政策法務室jを自治体の組識のなかに新

設し、前述の自治体法務の分類とあわせて構想し

たものが留 4-3である。

しかしながら、特に、合併自治体において辻、

既に新しい自治体がスタートしており、総合計画

の築定も行われている。あらたな自治体のあり方

を考える総合計画の策定に却して、自治基本条例

を含む、新たな条例体系の構築をし、早急に合鉾

時の課題を解決しなければならないむこのことか

ら、どの部門にも属さない、首長の強いリーダー

シップによる政策決定を反映できる、市長の直麗

[園4-31合併自治体の政策法務組織の課題

{図4-3"]政策法務組織の課題

組識として、政策法務室を設置する o (図 4-3勺

そして、政策法務室が、総務部門の管理法務担

当、金画部門の全題担当、担当部門の政策法務担

当の三者と連携することにより、組識構断的な政

策法務を展開することができるつこのことにより、

合静後の市民の期持に早急に応え、新たを自治の

運営が確立できるものと考える。

さらには、担当部門の f政策法務担当jを中心

とした組識横新的な「政策法務委員会Jを設置し、
致策法務室との連携により、政策・方針の決定を

組識的に行えるようにすることで、自治体の致策

法務を麗関できる隼都が確立できるといえよう。

これからの自治捧は、第 2次分権改革で税財政

を中心とする三位一体改革が提起きれ、自治体を

取り巻く厳しい財設状況から財源、の裏づけがなく
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なっている c このような状況で自治体の政策は、

大きな政策転換を追られている。政策法務と政策

財務74)は、致策の其体化については、並罪jの関孫

にあり、政策法務が法的権隈の裏づけ、政策財務

が財源の裏づけとなる。このことから、政策方

針・決定を担う政策法務委員会に、財務担当を含

んだ横断的組識とすることで、その政策・方針の決

定が政策の実現につながるといえよう o(函4-4) 

j審磁縦書;

! 企薗語義 j 
;揃担当 j

i図4-4]横底的組織→政葉法務委員会

第4節 政策法務を担う人材育成と支援

地方分権改革により、これからの自治体の職員

には、「物事を法的に考え、処理する能力Jを要求
されるq 職員一人一人が、自治体法務の基本的素

養を培うことにより、現場主導の立法活動ができ

ることになる。このことは、地方自治における法

務が、法規担当の職員の事務と考えられていた従

来の法制執務から、すべての職員が法務に関する

知識と感覚をもって仕事をする政策法務へと展開

することが必要である。そして、致策法務を組識

的に展開させるためには、職員の致策法務能力が

必要不可欠である。(国 4-5) 

総務部門、全面部門の職員だけでなく、担当部

門の職員、すなわち、これからの自治体職員には、

政策法務能力が，必要であり、その能力向上のため

のしくみづくりが必要となる。それぞれの部門に

おける法務能力向上には、比較的時間を要すると

考えられ、 lI"政実務の経験、人事交流、法務研修

74)政策財務の定義と自治体計画・政策法務・政策財
務の関採については、加藤良重著 f自治体の財務
環境と経営戦略課題J(2∞6年自治体法務ナピvol.
14、第一法規)を参考。
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【図4-5]自治体犠員に求められる法務能力

等、幅広い十分な人材養或計画の策定が必要であ

るといえよう。

さらには、管理法務を専任的に担当する職員は、

地方分権の自己決定・自己糞任において、自治体

の最後の砦となることから、専門的な法務能力を

有することも必要となる。しかし、既に述べてき

た合併自治体のような法務組織の専管度が低く、

成熟していない自治体が、専門的な法務龍力を確

保することはそう簡単なことではない。このこと

から、法務鑑識の広域連合などに法的支援機関を

設け、専門的な法務能力の支援として、弁護士の

活用も必要である。さらには、自治体の職員の政

策法務能力を向上させるために、自治体が広域的

に、自治体連携組織をつくり、大学の教育機関の

法律研究者や弁護士などとの連携により、自治体

の致策法務支援のための芸域的シンクタンク組織

をつくることが強く望まれる。(図 4-6) このこ

i図4-6]広域的シンクタンク組畿の構想



とにより、致策法務を担う自治体験員の人材の育

成ができ、自治体が自立して、地方吉治の実現が

できることにつながるといえよう G

おわりに

地方分権改革により、自治体の条例制定権は拡

大した。しかし、これを生かした自治体づくりを

進めている自治体がある一方で、生かせていない

自治体の方が多いのも現状で忘る。 1996年の地方

分権推進委員会の勧告から政府の地方分権推進計

画、 2000年の地方分権一括法の施行を経て、ちょ

うど10年の農月が経過した。この題、自治体の行

政活動の仕組みが大きく変化し、特に、自治体の

根拠となる地方自治法をはじめ関連の法律が大幅

に改正されている。自治体は、この状況の対充、に

追われているというのが実情であるが、富治体に

おける致策法務の重要性を認識するようになって

いるc

地方分権改革と市町村合併の論議が同時期に行

われ、地方交付説制度の見直しを通じて、財政に

不安を感じた市町村は、国主導の市町村合併を選

択せざるを得なかったc この市町村合併の過謹を

譲り返ると、国と自治体の上下の関係があまりに

も長く続いていたことから、自治体が政策法務の

重要性を認識しながらも、与えられた法棋度り環

境から抜け出すことができなかったことを実感す

る。また、地方分権改革により、固と自治体が、

対等・協力の関採になったとはいえ、市町村合併

の手続きについては、総務省の合併運営マニュア

ルにより、国主導で進められてしまったc

このように、車町村合併における条例整備を通

じて明らかにされた自治体の法務龍力の貧弱の問

題は、市町村合併によるものではをしこれまで

の昌治隼のおかれた法制度の環境に遠国がある。

今日では、自治体は、合静のいかんを関わず、

地方自治の志り方をどのように考えるかという重

要な課題に室面している c 自治体がその課題をど

う乗り越えるは、自治体のやる気次第のところが

あるc 自治体は、地方分権改革の求める「自己決

定・自己責在jの原則に基づき、各自治体の富有

の事需に応じた政策を形成し、これを実現させる

能力が求められているq そのために、致策法務が

果たす役裂は極めて重要である司このことから、

自治体には政策法務能力が必要であり、政策法務

を組識的に展開できる政策法務組識を早急に整備

するとともに、地域住民のニーズを迅速に政策に

反映することができる致策形成能力と条例等の法

務手段を使って政策自的を達成し、あるいは政策

課題を解決できる政策法務能力を身につけた人材

を青或する必要に追られているのであるc

さらに、合併昌治体の今後の課題として、合併

時に先送りされた政策課題の解決を含めた地方自

治のあり方を考えなければならないc その設策課

題の解決のためには、政策法務の観点から、自治

基本条例を含んだ条部整構を行わなければならな

い。このことから、自治基本条例の制定に、早急

に取り組む必要がある。

これからの自治体には、自治体内部の政策法務

能力を向上するためのしくみづく乃が必要であるc

本小論で指摘したように、自治体の職員の致策法

務能力を向上させるためには、自治体内部にとど

まらず、広域的会連携システムも求められている

ため、県レベルや地域レベルでの自治棒連携組織

を整構する必要がある。また、滋賀県内法規担当

者のアンケート調査においても要望の多かった、

自治体外法務研穆や近隣自治体との構報交換によ

る連携といった広域的な情報のネットワークが必

要であると考える。現在で ti~ 自主的に活動して

いる滋費票内の市町の「法提担当者達籍会Jがサ

ポート的に近欝昌治鉢との連携や情報交換の役欝

を担っている D しかし、このような任意の組識で

はなく、法務組識の広域連合や自治体連携組織な

どによる法務支援組織を標設し、大学の教育機関

の法律研究者や弁護士などとの連携を通じて、法

務研修や法務支援のためのシンクタンク的組織の

確立が強く望まれる。

本小論で提起した自治体内外における政策法務

組織の整鑓と自治体の職員の人材育成が、撞方分

権改革の求める自己決定、自己糞任に基づく「地

方自治jの実現につながるものと確信しているc
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天野巡- r自治のかたち 法務の姿致策法務の構造
と考え方j

関回行雄 f政策法務と自治体j
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磯椅拐仁 f自治体改革j

f分権段階の自治体と政策法務j
磯崎拐仁 『分権詩伎の政叢法務j

北村喜宣 fポスト分権改革の条開法務-喜治体現場は

変わったか-J 
自治体の致策形成と法務システム 福士明(札幌大学〉

都市問題研究第54巻第11号

阿部泰隆著「政策法務からの提言J(日本評論柱、 1993
年)

磯崎初仁(鈴木署夫・森田朗・磯崎拐仁)

松下圭-r自治体は変わるかj
北村喜宣、議時拐仁、山口道昭「政策法務研修テキストj



参考資料CD

アンケート謁査のお願い

現在、私i士、龍谷大学の大学毘NPO・地方行政コースで学んでおり、 f合評自治体の法務支援体

指むについて、察内の状況を中心に研究をしています。

お忙しいところを申し訳ございませんが、県内の市荷村においてどのように合併をすすめてこら

れたか次のアンケートに協力をいただきますようお願い申し上げますむ

( )については記入を、そのほかはCで囲んでください。

甲賀市・総務課・藤井真知子

貴方様の市町村名(

1.合併の有無 合併をした ・ 合併を検討中 ・ 会併をしない ・ 未定

※合併しなし、iti町村のみーは、 13‘から密葬をお顕いしますむ

2.合詳した市町村名 〈

3.合併の種別 編入・新設

4.合併の時期平或 年 完

5.住畏意識課査の有無 認査をした〈する) ・ 譲査をじっ、ない(しなし、) ・ 未定

6. 事務課整の有無 した(する) ・ していない(しなしリ ・ 未定

事務譲整の参考事務 参考にしたくしている) ・ 強告にした{している) ・ 不明

参考事例の具体例 合併先進吉治体 ・ 他の自治体

参考にした自治体名 茜東京市 ・ 穣山市 ・ その他(

7.事務謂整の民間委託 した〈全面 ・ 一部) ・ していない

業者名(

8.伊i境整錆の参考事鰐

参考事例の具体例

参考にした自治体名

参考にした{している) ・ 強告にした(している)

合併先進自治体 ・ 他の自治体

酋東京市 ・ 接出前 ・ その抱〈

9. fj~境整備の民間委託 した(全車 ・ 一部(内容 )) ・ していない

滋例規集作成・印最長jのみなどを記入じてくださいι

業者名{

10.清報公開条例の専決の有無 有 ・ 無

額入構報保護条例の専決の有無 有 ・ 無

11.敦業課題のための条例整講をしましたか合 した〈する〉 していない{しない}

※自治基本、環境、市民参加などを条例化検討ですっ

具体的名称{

12.合併後、政策課題のための条例制定をしましたか。 した 検討中 ・していない

楽tH会基本、環壌、市民参加などを条伊Hヒ(現在検討も含む}ですむ よ

具体的名称(

13.法務について、合併詩または合併による問題点などについて患われることを自由に書いてくだ

さし九

法学研究 NO.9 -209-
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14. 合詳に対する職員の反応について(嶺数OOKです)

合併に対して 不安や動揺があった(島る) ・ 期待があった〈ある)

あまり反応がない ・ わからない

不安や動揺の内容(職員として〉

人事・組織体制・人間関保・職務・その能(

不安や動揺の内容(住民;こ対して)

組織体制 ・ コミュニティ ・ 地域格差 ・ その他{

期待は(議員として)

人事・組織体制 ・入間関係・職務・その他(

期待の内容〈住民に対して)

組織体観 ・ コミュニティ ・ 地域格差 ・ その他{

15.法規の担当として、これから職員に期待(お顕し斗する{したし、)ことについて患われること

を自患に書いてください。

16.法規担当の法務能力向上のためには、どのようなことが必要とされますカミ(複数OK)

法務研修治治体内・自治体外〉 ・ 法務組織体制の強化 ・ 庁内法務組織お連携

広域による連携 ・ 大学との連携

自主研諺〈大学〈院ト県との交流)

その他(

弁護士等の活用

住民との情報交換

17.法規担当の法務能力向上について岳舟にご意見を書いてくださいc

@現在の組識の状況を教えてください

法規担当部署の名称 部 課 採{担当・グループ)

法捜担当蔀警の事務分掌 (0で臨んでくださLサ

関競・ 文書・ 情報公開 ・訴ま去 ・ その他(

法規担当部署の人員 人(うち兼務 入)

法規担当部署の構或 {Oで窪んでくださしす

部長・課長・保長・主査・主事・その他(

。差し支えなければ、参考に嚢方様自身の現在の職・経験年数等を教えてください。

現在の職名

現在の蔀薯への配属 平成 年 月

現在の部署の経験年数〈合併言言及び過去の経験も含めて) 年 ヶ月

行教職員の経験年数 年 ヶ丹

-210一 帯町村合併における自治体法務の現状と課題
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誤査結果の概要

1.合併の有無

合併の有無

3、事務調査の参考

窓(1)合併をした

111(2)合併を検討中

ロ(3)合併をしない
ロ(4)未定

事務譲整における参考事例

E霊5

6.事務調整参考昌治体

霞 (1)参考!こした(し
ている}

l1li(2)独自にした(し
ている}

ロ(3)不明

参考にした自治体名
2図的西東京市

ロ3

8.参考事例の具捧例

参考事例の異体例

5 

l1li (2)篠山市

ロ(3)その他〈事
務により個別に

対応)

医(1)合併先進自治
体

l1li(2)他の自治体

口需要密答

2.住民意識調査の有無

住民意識諮査の実施

3 

4.事務調整の参考具体例

図(1)調査をした{す
る〉

包(2)調査をしていな
い〈しない)

ロ(3)未定

ロ無回答

参考事例の具体例

l1li0 

図5

7.例規整講の参考

国(1)合併先進自治
体

111(2)他の吉治体

ロ無回答

fiJ規整犠の参考事例

5 

9.例規整犠の参考自治体

包(1)参考にした{し

ている)

掴 (2)独自にした
{している)

ロ無菌寄

参考にした自治体名

法学研究 No.9 -211-
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1 O. 例規整錆の民間委託 1 1.靖報公開条例の専決

領IJ規整備の民間委託 情報公閣の専決有無

3 

1 2.個人靖報保護条例の専決 1 3.政策課題のための条例整講

偲人情報条例の専決の有無 政策課題のための条例整備

31ムー一一一ム占品ニニ弘山一一卒中明器3

14.合併後の敦策課題のための条例輯定

合併後に政策課題のための条例制定をしたか

E霊(りした(する)

医 (2)検討中

iロ(3) していない
3 

14.合併に対する職員の反応について

1.合許に対して

Q14-1 

(4)わからなし

(3)あまり反応がなし

(2)期待があった〈ある)

(1)不安や動揺があった〔ある)

o 2 4 6 8 10 
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2.職員として不安や動揺の内容

(5)その他

{ヰ)職務

(3)人間関係

(2)組織体制

(1)人事
E 
O 

014-2 

2 3 

3.住民に対して不安や動揺の内容

014-3 

(3) 

。 2 4 

4.職員として期待は

014-4 

(5)その他

(4)職務

(3)人間関係

(2)組織体事j

。 2 3 

5.住民;こ対して期待の内容

014-5 

(4) 

。 0.5 1.5 

4 5 6 

§ a 10 

4 5 6 

2 2.5 3 
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1 6.法規担当の法務龍力向上のために必要とするもの

(8)自主研修〈大学(諜))

(3)法務組織体制の強化

(2)法務研修(自治体外〉

(1)法務研修〈由治体内〉。 2 4 

-214- 市町村合併における自治体法務の現状と課題
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